
 

は じ め に 
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１ 委員名簿 

 

第４８期  

（令和２年１１月８日任命） 

区 

分 
氏 名 現   職 就任状況 備考 

公 

益 

委 

員 

岩谷 直子 弁護士 
平２６．１１．８ 

以降４期目 
再 

伊藤 佑輔 弁護士 
 平２７．１２．１ 

 以降４期目 
再 

大矢 奈美 青森公立大学経営経済学部教授 
平２６．１１．８ 

 以降４期目 
再 

細矢 浩志 弘前大学人文社会科学部教授 
 平２８．１１．８ 

 以降３期目 
再 

源新  明 弁護士 
 令 ２．１１．８ 

 以降１期目 
新 

労
 

働
 

者
 

委
 

員
 

山内 裕幸 
日本労働組合総連合会 

青森県連合会会長代行 

平１７．１０．１ 

以降９期目 
再 

谷川 浩二   
弘前愛成会病院労働組合 

執行委員長 

平２４．１１．８ 

 以降５期目 
再 

野坂 聡子 
オールユニバースユニオン 

執行副委員長 

 平２８．１１．８ 

 以降３期目 
再 

塩谷  進 
日本労働組合総連合会 

青森県連合会会長 

令 ２． ７．１ 

以降２期目 
再 

金沢 秀樹 
東北電力労働組合 

青森県本部委員長 

 令 ２．１１．８ 

 以降１期目 
新 

使
 

用
 

者
 

委

員
 

寺下 一之 
寺下建設株式会社 

代表取締役社長 

平２０．１１．８ 

以降７期目 
再 

藤本 和夫 
協同組合青森総合卸センター 

専務理事 

平２３．９． １ 

以降６期目 
再 

斎藤 悦朗 

（～3. 6.29） 

弘前航空電子株式会社 

顧問 

平２４．１１．８ 

以降４期目 
再 

小笠原 裕 
一般社団法人青森県経営者協会 

専務理事 

平２５．７． １ 

以降５期目 
再 

山田 悦子 
株式会社山丙 

代表取締役社長 

 令 ２．１１．８ 

以降１期目 
新 

安田 浩一 

（3. 6.30～） 

弘前ガス株式会社 

常務取締役 

 令 ３．６．３０ 

 以降１期目 
新 
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２ あっせん員候補者名簿 

 

 

（令和３年１２月３１日現在）      

職 業 氏   名 

青森県労働委員会 

公 益 委 員 

岩谷  直 子 

伊藤  佑 輔 

大矢  奈 美 

細矢  浩 志 

源 新  明 

青森県労働委員会 

労 働 者 委 員 

山内  裕 幸 

谷川  浩 二 

野坂  聡 子 

塩谷   進 

金沢  秀 樹 

青森県労働委員会 

使 用 者 委 員 

寺下  一 之 

藤本  和 夫 

小笠原  裕 

山田  悦 子 

安 田  浩 一 

青森県労働委員会 

事 務 局 
細川義正  （事務局長） 

佐藤  肇  （審査調整課長） 

其田  工  （審査調整課副参事） 

 

備考１ あっせん候補者は、原則として、労働委員会委員及び事務局職員（副参事以上）

を委嘱している。 

    ２ 公示 令和 3 年  7 月 16 日付け青森県報第 335 号 

令和 3 年  4 月 16 日付け青森県報第 297 号 
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 ３ 事務局職員名簿 

 

（令和３年１２月３１日現在） 

職 名 氏 名 分掌事務 就任年月日 

事務局長 細川 義正  令 ３. ４. １ 

 審査調整課長 佐藤  肇    令 ３. ４. １ 

副参事 其田  工 審査・調整 令 ２. ４. １ 

総括主幹 成田 伸彦 審査 令 ２. ４. １ 

主幹 貝田 さゆり 総務 令 ３. ４. １ 

主事 白戸 敬介 調整 令 ３. ４. １ 
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第１節  会 議 

 

１ 総会 

回数 開催年月日 議            題 

1432 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 1. 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 

 (1) 令和２年（不）第１号事件の第６回調査について 

 (2) 令和２年（調）第７号事件のあっせん申請及び経過について 

 (3) 令和２年（調）第８号事件のあっせん申請及び終結について 

 (4) 令和２年（調）第９号事件のあっせん申請及び経過について 

 (5) 令和２年（個）第２号事件のあっせんの経過について 

 (6) 令和２年（個）第３号事件のあっせん申請及び経過について 

 (7) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

 (1) 令和２年の審査の実施状況の公表について 

 (2) 令和２年度公労使委員個別紛争専門研修について 

 (3) 第７６回全国労働委員会連絡協議会総会の議題(案)について 

 (4) 令和３年度諸会議等への出席者について 

 (5) 労働委員会に提出する申請書類への押印の見直しについて 

1433 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 2. 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 

 (1) 令和２年（不）第１号事件の第７回調査・第１回審問について 

 (2) 令和２年（調）第７号事件のあっせんの経過及び終結について 

 (3) 令和２年（調）第９号事件のあっせんの経過及び終結について 

(4) 令和３年（調）第１号事件のあっせん申請及び終結について 

(5) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

  (1) 第７６回全国労働委員会連絡協議会総会の議題(案)について 

 (2) 令和３年度諸会議等の出席者について 

 (3) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会「総会」

及び「会長連絡会議」の開催について 

  (4) 労働委員会に提出する書類への押印の見直し等について 
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回数 開催年月日 議            題 

1434 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 3. 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 

 (1) 令和２年（個）第２号事件のあっせんの終結について 

 (2) 令和２年（個）第３号事件のあっせんの終結について 

 (3) 争議行為予告通知について 

 (4) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

 (1) 令和３年定例総会の開催予定の一部変更について 

 (2) 令和３年度全国労働委員会会長・事務局長連絡会議の中止につ

いて 

 (3) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会「総会」

及び「会長連絡会議」の開催について  

 (4) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会「総会」

に係る議題について 

  (5)  労働委員会規則の一部を改正する規則の施行について(ウェブ

活用関係) 

 (6)  労働委員会規則の一部を改正する規則の施行について(審査関

係) 

 (7)  新型コロナウイルス感染症の拡大による労働争議調整事件件数

等への影響について 

 (8)  個別労使紛争に関する相談・あっせん件数の推移について 

1435 

 

 

3. 4. 6 

 

 

１ 付議事項 

    あっせん員候補者の解任及び委嘱について 

２ 報告事項 

(1) 令和２年（不）第１号事件の結審について 

(2) 第８５５回公益委員会議の概要について 

(3) 令和２年（調）第９号事件の立会い団交について 

(4) 争議行為予告通知について 

(5) 労働相談会等の実績について  

３ その他 

 (1) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会「総会」

に係る議題について 

 (2)  令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会「総会」

に係る研修課題について   
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回数 開催年月日 議            題 

1436 

 

 

 

 

 

3. 5.11 

 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 

(1) 令和３年（個）第１号事件のあっせん申請について 

(2) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

(1) 労働委員会規則の一部改正について 

(2) 在り方検討小委員会後の検討体制の整備について 

(3) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会総会開催

に係る運営委員会の書面会議の実施について 

1437 

 

 

 

 

 

 

3. 6. 8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 

(1) 令和３年（個）第１号事件のあっせんの経過について 

(2)  令和３年（個）第２号事件のあっせん申請について 

(3)  第８５７回公益委員会議の概要について 

(4) 争議行為予告通知について 

(5) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

(1) 個別労働紛争処理制度周知月間で使用するチラシ及び 

ポスターについて 

(2) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会総会に  

 ついて 

1438 

 

 

3. 7. 6 

 

１ 付議事項 

     あっせん員候補者の解任及び委嘱について 

２ 報告事項 

 (1) 第８５８回・第８５９回公益委員会議の概要について 

(2) 令和３年（調）第２号事件のあっせん申請について 

(3) 令和３年（個）第１号事件のあっせんの終結について 

(4) 令和３年（個）第２号事件のあっせんの経過について 

(5) 労働相談会等の実績について 

1439 

 

 

 

 

 

 

 

3. 8. 3 

 

 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 

(1) 第８６０回公益委員会議の概要について 

(2) 令和２年（不）第１号事件の終結について 

(3) 令和３年（個）第２号事件のあっせんの終結について 

(4) 争議行為予告通知について 

(5) 労働相談会等の実績等について 

２ その他 

(1) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会の

開催について 
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回数 開催年月日 議            題 

1440 

 

 

 

 

 

3. 9. 7 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 
(1) 令和３年（調）第２号事件のあっせんの終結について 

(2) 令和３年（調）第３号事件のあっせん申請及び経過について 

(3) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

(1) １０月の労働相談会について 

(2) 令和３年度公労使委員合同研修について 

(3) 第７６回全国労働委員会連絡協議会総会の開催について 

1441 

 

 

 

 

 

3.10. 5 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 

(1)  令和３年（調）第３号事件のあっせんの終結について 
(2)  争議行為予告通知について 

(3) 労働相談会等の実績等について 
２ その他 

(1) パワーハラスメントに関する紛争解決援助制度について 

1442 3.11. 2 

 

１ 報告事項 
(1) 令和３年（調）第４号事件のあっせん申請及び経過について 

(2) 争議行為予告通知について 

(3) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

(1) 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会に

ついて 

(2) 令和３年定例総会の開催予定の一部変更について 

(3) 令和４年定例総会の開催予定について 

(4) 令和４年労働相談会の実施計画（案）について 

 

1443 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.12.14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 報告事項 
(1) 令和３年（調）第４号事件のあっせんの経過について 

(2) 争議行為予告通知について 

(3) 労働相談会等の実績について 

２ その他 

(1) 第７６回全国労働委員会連絡協議会総会の概要について 

(2) 令和３年度公労使委員個別紛争専門研修について 

(3) 令和４年定例総会の開催予定について 

(4) 令和４年労働相談会の実施計画について 
(5)  令和４年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会に

ついて 
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２ 公益委員会議 

回 数 開催年月日 議            題 

855 3. 4. 6 １ 令和２年(不)第１号事件に係る参与委員からの意見聴取 

856 3. 5.11 １ 令和２年(不)第１号事件に係る合議 

857 3. 5.31 １ 令和２年(不)第１号事件に係る合議 

858 3. 6.11 １ 令和２年(不)第１号事件に係る合議 

859 3. 6.22 １ 令和２年(不)第１号事件に係る合議 

860 3. 7.20 １ 令和２年(不)第１号事件に係る合議 

 

 

３ 連絡会議 

⑴ 第７６回全国労働委員会連絡協議会総会 

 

期 間  令和３年１１月１８日～１９日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

出席者  岩谷会長、伊藤会長代理、山内委員、野坂委員、寺下委員、小笠原委員 

     安田委員、細川事務局長、其田副参事、白戸主事 

講 演  演題：「雇用類似の働き方と労使関係」 

         講師：元中央労働委員会会長代理 鎌田 耕一 氏 

議 題  ① 労働委員会における口外禁止条項の取扱いについて 

－経験又は見解の交流－（九州ブロック公労使提案） 

② 労働委員会におけるデジタル化に向けた現状と課題について 

     －経験又は見解の交流－（北海道・東北ブロック公労使提案） 

③ 被申請者のあっせん不応諾に対する説得について 

        －経験又は見解の交流－（中部ブロック公労使提案） 

 

⑵ 令和３年度全国労働委員会会長連絡会議 

 中止 

 

⑶ 令和３年度全国労働委員会事務局長連絡会議 

    中止 
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⑷ 令和３年度全国労働委員会事務局審査主管課長会議 

 

期 日  令和３年１１月２５日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

議 題  ① 新型コロナウイルス感染症の予防に配慮した調査・審問の実施に

係る取組と課題（ウェブ会議による調査の実施、審問の公開におけ

る配慮を含む） 

② 資格審査を巡る諸課題 

③ 押印廃止の実務への影響 

 

 

⑸ 令和３年度全国労働委員会事務局調整主管課長会議 

 

期 日  令和３年１１月２５日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

議 題  ① 調整業務の運営について 

 ② 都道府県労働委員会からの事例報告 

         ③ 都道府県労働委員会からの業務報告 

 

 

⑹ 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会総会 

 

期 日  令和３年６月３日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

出席者  岩谷会長、大矢委員、山内委員、塩谷委員、小笠原委員、山田委員 

細川事務局長、其田副参事、白戸主事 

議 題  ① 第７６回全国労働委員会連絡協議会総会へブロックとして提出す

る議題について                 （連絡協議会） 

② 令和２年取扱事件とその傾向及び特異事件について 

           （各道県労働委員会） 

③ 令和２年度決算について            （連絡協議会） 

④ 令和３年度予算（案）について         （連絡協議会） 

⑤ ブロック監事の選任について           （連絡協議会） 

⑥ 次期全国労働委員会連絡協議会運営委員の選出について 

（連絡協議会）  

⑦ 令和４年度総会及び研修会の開催時期及び開催地について 

（連絡協議会） 

研修課題 ① 労働組合法上の労働者性と不当労働行為の成否について 

  ② あっせん案における「口外禁止条項」について 
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⑺ 令和３年度北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会 

 

期 日  令和３年１０月２８日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

出席者  伊藤会長代理、細矢委員、谷川委員、野坂委員、藤本委員、安田委員 

佐藤課長、其田副参事、白戸主事 

研修課題 ① 勤務態度の不良を理由に発令された自宅待機命令の継続理由とし

て、同命令後に当該職員が加入した合同労組の活動への嫌悪が疑わ

れる場合の不当労働行為該当性について 

② アルコール検査結果を基になされた組合員の異動命令の撤回を求

めるあっせん事案への対応について 

 

(8) 令和３年度北海道・東北六県労働委員会事務局連絡会審査・調整課長連絡会議 

 

期 日  令和３年８月２６日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

研修課題 ① 公益委員会議のウェブ会議による開催等について   （北海道） 

         ② 不当労働行為救済申立事件に係る書面の提出方法等について 

                                    （宮城県） 

         ③ 労働委員会におけるデジタル化に向けた現状と課題  （岩手県） 

         ④ 押印廃止に係る労働委員会規則の改正に関する対応について 

                                    （山形県） 

⑤ 不当労働行為事件における答弁書の提出期限及び審査の目標期間 

 について                      （岩手県） 

         ⑥ 調整事件に係る事務局とあっせん員との事前打合わせの進め方に

ついて                       （秋田県） 

         ⑦ あっせん員候補者（事務局職員）向けのスキルアップについて 

                                    （北海道） 

⑧ パワーハラスメントに関する相談における都道府県労働局との 

 連携状況について                  （青森県） 

         ⑨ 在宅勤務の実施状況と労働相談の体制について    （福島県） 

         ⑩ 「個別労働紛争処理制度周知月間」における広報活動の状況に 

ついて                       （秋田県） 

         ⑪ 労使紛争の未然防止に向けた新たな取組みについて  （福島県） 
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４ 労働相談会 

労働関係に関して個々の労働者と事業主との間の紛争の迅速かつ適正な解決のため、

個別労働関係紛争処理制度が設けられているが、その一層の利用拡大と周知を図るため、

平成２１年１０月から委員による労働相談会を開催している。 
その後、労働相談会は平成２７年１月から原則として毎月第１火曜日に定例的に開催

し、平成３０年４月からは第１火曜日に加え、原則として第３日曜日にも開催している

（月２回）。 

令和３年は次のとおり実施した。 

月 火曜日 日曜日 場 所 

１月 １２日 １７日 

労働委員会（青森市） 

２月 ２日 ２１日 

３月 ２日 ２１日 

４月 ６日 １８日 

５月 １１日 １６日 

６月 ８日 ２０日 

７月 ６日 １８日 

８月 ３日  － 

９月 ７日 ２６日 

１０月 
 － １０日 弘前市総合学習センター 

 － １７日 ユートリー（八戸市） 

５日 ２４日 
労働委員会（青森市） 

 
１１月 ２日 ２１日 

１２月 １４日 １９日 

 時間 火曜日：13：30～15：30、日曜日：10：30～12：30 
 
５ 委員研修 

(1) 公労使委員合同研修 

期 間  令和３年９月２日～３日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

出席者  細矢委員、源新委員、塩谷委員、金沢委員、寺下委員、藤本委員、山田

委員、安田委員 

研修内容 

全体研修（９月２日）及び各側に分かれての独自研修（９月３日） 
 

(2) 公労使委員個別紛争専門研修 

期 間  令和３年１２月６日～７日 

会 場  （ＷＥＢ開催） 

出席者  源新委員、塩谷委員、金沢委員、山田委員 

研修内容 

全体研修（１２月６日）及び事例発表等（１２月７日） 
 

(3) 委員・職員研修 

回数 開催年月日 講  師   等 

１ 3． 5．11  ブロック総会に係る課題検討 

2 3. 10.  5   ブロック研修会に係る課題検討  
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第２節  不当労働行為の審査 

 

１ 概要 

⑴ 取扱件数 

令和３年の取扱件数は、次表のとおりである。 

前年からの 

繰越 件 数  

新 規 申立  

件 数 

取扱件数  

合 計 
処理件数  

次年への  
繰越件数  

      １ ０ １ １ ０ 

 

⑵ 申立内容別件数 

令和３年の取扱事件のうち、労働組合法第７条各号別の件数は、次表のとおりであ

る。 

       
  
 
 

７ 条 各 号 別 内 訳 
計 

1 2 3 1・2 1・3 2・3 1・2・3 その他 

   １      １ 

 

２ 審査の期間の目標及び実施状況 

⑴ 審査の期間の目標 

平成１７年３月１日に開催した第８１３回公益委員会議において、審査の期間の目

標を１年６月に定めた。 

 

⑵ 令和３年の実施状況 

令和３年の不当労働行為事件は、繰り越しが１件あり、一部救済により終結した。 

 

① 審査の期間の日数等 

事件番号 
申立日 審査期間 

の日数     

調査 

回数 

審問 

回数 
証人数 終結区分 

終結日 

令和２年 

（不）第１号 

2. 1.28 546 ８ ２ ５ 一部救済 

  3. 7.27 

計１件   ８ ２ ５  

 

② 終結区分毎の平均処理日数 

 
 
 
 
 

取下・和解 命令・決定 
合計 
／ 

総平均 取下 
関与 

和解 

無関与 

和解 

小計 
／ 

平均 

全部 

救済 

一部 

救済 
棄却 却下 

小計 
／ 

平均 

処 理 件 数           １   １ １ 

平均処理日数      546   546 546 
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３ 不当労働行為事件一覧表 

事件 

番号 

申 立 

年月日 
業種 請求する救済内容 

審査 

委員 

参与委員 終結年月日 

(所要日数) 

終結 

区分 労 使 

2(不)1 

 

 

2.1.28 

 

 

サー

ビス 

 

１ 退職強要、脅迫行

為等による支配介入

の禁止 

２ ポストノーティス 

伊藤 

細矢 

 

小野 

（谷川） 

野坂 

北村 

寺下 

（山田） 

 

3.7.27 

(546) 

一部

救済 

 

 

 

４ 取扱事件の概要 

 

令和２年（不）第１号事件 

申 立 人 Ｘ１、Ｘ２ 

被 申 立 人 Ｙセンター 

申立年月日 令和 ２年 １月２８日 事件の態様 第７条３号 

請求する  
救済の内容 

１ 組合員に対する退職強要や脅迫行為等によるＣ１ユニオンへの支配介

入の禁止 

２ ポストノーティス 

審 査 委 員 伊藤・細矢 
審問等回数  ８回 

終結年月日 令和 ３年 ７月２７日 

参 与 委 員 
労 小野・（谷川）・野坂 所要日数  ５４６日 

使 北村・寺下・（山田） 終結区分   一部救済 

 
 
【事件の概要】 

 令和元年１０月２５日にＹセンターの理事長がＸ１及びＸ２に対して、Ｘ１及びＸ２が

Ｃ１ユニオンに加入してＹセンターと係争したことなどを非難し、降格や減給を示唆して

退職を迫った上、Ｃ１ユニオンに相談をした場合には殺人行為等の危害を加えることをほ

のめかして脅迫した行為が支配介入行為であることから、労働組合法第７条第３号に該当

する不当労働行為であるとして救済を求めた。 
令和２年１月２８日、Ｘ１及びＸ２は、青森県労働委員会に対し、組合員に対する退職

強要や脅迫行為などによるＣ１ユニオンへの支配介入の禁止及びポストノーティスについ

て救済命令を求める申立てをした。 
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【審査の経過】 
申立てを受けて審査を開始し、争点整理のために調査を８回、証人尋問等のために審問

を２回行い、令和３年３月４日に結審した。 
令和３年７月２０日の公益委員会議で合議の上命令を決定し、同月２７日に当事者に命

令書（写）を交付して終結した。 

第１回調査           令和２年 ４月１３日   争点整理 

第２回調査           平成２年 ６月 ９日       〃 

第３回調査           令和２年 ７月２１日     〃 

第４回調査           令和２年 ９月 ９日     〃 

第５回調査           令和２年１０月２７日     〃 
第６回調査           令和２年１２月 ８日     〃 
第７回調査・第１回審問     令和３年 １月２６日   争点整理、証人尋問 

第８回調査・第２回審問     令和３年 ３月 ４日   争点整理、最後陳述 

 

  



 
             
 
 
 

- 15 -

５ 命令書 
 
令和２年（不）第１号不当労働行為事件 
 

命 令 書 

 

申立人   Ｘ１ 

 

   申立人   Ｘ２ 

           

   被申立人  Ｙセンター  

理事長 Ｂ１ 

           

 

 上記当事者間の青労委令和２年(不)第１号不当労働行為救済申立事件について、当委員

会は、令和３年７月２０日第８６０回公益委員会議において、会長公益委員 

岩谷直子、公益委員 伊藤佑輔、公益委員 大矢奈美、公益委員 細矢浩志及び公益委員

 源新明が出席し、合議の上、次のとおり命令する。 

 

主    文 

 

１ 被申立人は、Ｃ１ユニオンの組合員である申立人Ｘ１及び同Ｘ２に対し、同組合に加

入したことや組合活動をしたことを理由として退職を迫り、また、同組合に相談するこ

とを萎縮させるような言動などをして、同組合の組織、運営に対する支配介入をしては

ならない。 

２ 被申立人は、この命令書の写しの到達の日から７日以内に、下記の文書を申立人Ｘ１

及び同Ｘ２に対し手交しなければならない。 

 

記 
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年  月  日 

Ｘ１    殿 

Ｘ２    殿 

Ｙセンター 

理事長  Ｂ１ 

 

令和元年１０月２５日、当法人の理事長であるＢ１が、Ｃ１ユニオンの組合員

であるＸ１氏及びＸ２氏（以下「Ｘ１氏ら」という。）に対して、Ｘ１氏らが同

組合に加入したことなどについて、Ｘ１氏らを非難する発言をしたことや、当法

人からの退職を勧奨したことなどは、青森県労働委員会によって労働組合法第７

条第３号に該当する不当労働行為と認定されました。 

今後はこのようなことを繰り返さないようにいたします。 

（注）年月日は文書を手交した日を記載すること。 

 

３ 被申立人は、前項を履行したときは、速やかに当委員会に文書で報告しなければなら

ない。 

４ 申立人らのその余の申立てを棄却する。 

 

 

 

理   由 

第１ 事案の概要等 

 １ 事案の概要 

   本件は、被申立人の代表理事を務めるＢ１（以下「Ｂ１理事長」という。）が、令

和元年１０月２５日、Ｃ１ユニオンの組合員である申立人Ｘ１（以下「申立人Ｘ１」

という。）及び同Ｘ２（以下「申立人Ｘ２」といい、申立人Ｘ１及び申立人Ｘ２を併

せて「申立人ら」という。）に対して発した言動（以下「本件言動」という。）が労

働組合法（昭和２４年法律第１７４号）第７条第３号に該当する不当労働行為である

として、青森県労働委員会（以下「当委員会」という。）に救済申立て（以下「本件

申立て」という。）のあった事案である。 

 

 ２ 請求する救済内容の要旨 

(1) 支配介入の禁止 

(2) 謝罪文の手交及び掲示 

 

 ３ 争点 

(1) 本件申立てには「救済の利益」はあるのか。（争点１） 
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(2) 本件言動は、申立人らがＣ１ユニオンに加入したことを非難し、また、申立人ら

が同組合に相談することを萎縮させ、同組合が被申立人に対する団体交渉等の組合

活動をすることを妨害するものであり、労働組合法第７条第３号の労働組合の組

織、運営に対する支配介入に該当するか。（争点２） 

(3) 本件申立ては「申立権の濫用」に当たるか。（争点３） 

 (4) 救済命令において、文書の掲示（ポストノーティス）を命ずる必要はあるか。（

争点４） 

 

第２ 争点に関する当事者の主張 

 １ 争点１について 

  (1) 申立人らの主張 

    Ｃ１ユニオンとＣ２労働組合（以下「Ｃ２組合」という。）は、別個の労働組合

であり、それぞれが独立して労働組合としての立場にあり、それぞれが被申立人と

の団体交渉の当事者となるところ、本件は、Ｃ１ユニオンではなく、申立人らが個

人として救済申立てを行っているものであるから、Ｃ２組合が結成された事実は本

件申立てにおける救済の利益の存否とは関連しない。 

また、支配介入行為は、労働組合の組織、運営はもちろん、構成員である労働者

（組合員）個人が有する団結権等をも侵害するものであるところ、Ｂ１理事長によ

る本件言動により申立人らの団結権等の権利が侵害されており、本件言動による萎

縮的効果を除去するに足る措置も講じられていない以上、救済を図る必要がある。 

  (2) 被申立人の主張 

    令和元年１２月１３日にＣ２組合が結成されたことにより、団体交渉の当事者が

Ｃ１ユニオンからＣ２組合に移行し、Ｃ１ユニオンが団体交渉を行う具体的な可能

性を欠くに至ったものである以上、同組合に加入したことや組合活動を行ったこと

を理由とする支配介入に対する本件申立てについては救済の利益はない。 

 

２ 争点２について 

(1) 申立人らの主張 

Ｂ１理事長は、令和元年１０月２５日、申立人らと面談した際、申立人らに対し

て、「申立人らが前件係争（申立人らがＣ１ユニオンに加入して被申立人と係争

し、令和元年９月１３日の和解をもって終結した一連の事件をいう。以下同じ。）

をしたことは絶対に許さない。」、「このまま何事もなかったかのように仕事がで

きると思ったら大間違いだ。」、「何かしらの事件が起きたり、怪我をする前に職

業安定所に行くなどして違う仕事を見つけた方がいい。」、「就業規則等の改訂に

より、降格をさせることも、給料を下げることも自由になった。それに対して申立

人らがＣ１ユニオンに駆け込むようなことをすれば、申立人らと被申立人との間で

いつまでもしこりを残す結果になるのであるから、申立人らは被申立人を辞めるべ

きだ。」、「申立人らがＣ１ユニオン に駆け込むようなことがあれば、いくらで

も憎悪が増し、さらに申立人らを許さなくなり、殺人すらもできてくる。これは脅

しでも何でもない。」などとする本件言動を行ったが、これは、Ｃ１ユニオンに加

入して前件係争をした申立人らに対し、降格や減給を示唆して退職を迫り、同組合

に相談をした場合には殺人行為などに及ぶことを仄
ほの

めかすものであり、申立人らが
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同組合に加入したことを非難するとともに、申立人らが同組合に相談することを萎

縮させ、申立人らの組合活動一般を抑圧する効果を持つものであり、労働組合の組

織、運営に対する支配介入に該当する。 

(2) 被申立人の主張 

本件言動は、平成２９年４月に発生したＢ１理事長の解職要求を発端に、被申立

人との抗争を延々と展開し、労使間の憎悪の連鎖を煽
あお

る申立人らを諌
いさ

めるととも

に、労使間の直接対話が本筋であるという意味合いでしかなく、事件、殺人などの

発言は一般論を述べるために引き合いに出したものに過ぎないものであって、ま

た、降格、減給及び退職などの発言も、労働組合いかんにかかわらず、就業規則の

改訂の事実や申立人らがこのまま労使間の憎悪の連鎖を深める抗争を続けるのであ

れば退職する方がよいという見解を述べたものに過ぎないものであるから、労働組

合の組織、運営を阻害する支配介入には該当しない。 

 

 ３ 争点３について 

 (1) 申立人らの主張 

不当労働行為救済申立てが濫用か否かは、訴権の濫用に準じて判断すべきとこ

ろ、Ｂ１理事長の本件言動は労働組合法第７条第３号に該当する不当労働行為であ

ることは明らかであって、本件申立てが事実的・法的根拠を有するものであること

に加え、被申立人が本件言動に対する団体交渉の申入れを合理的な理由なく拒否し

ており、本件申立てを行って救済を求めることは正当な行動であることや本件申立

てに至る紛争の経過及びＢ１理事長の言動等の諸事情に照らせば、本件申立てに不

当労働行為救済制度の利用を許容すべきではないとするほどの不当性はなく、不当

労働行為救済申立権の濫用には当たらない。 

(2) 被申立人の主張 

申立人ら及び申立外Ｃ３（以下「申立外Ｃ３」という。）は、業務時間中にもか

かわらず、被申立人の検査員らに対して、Ｃ２組合への加入の勧誘という非違行為

を行い、勧誘を拒否した検査員らを睨
にら

みつける、挨拶をせずに無視するなど報復的

行動をとるなどし、また、新人検査員に対して遠方で効率の悪い検査や検査に長時

間を要する難易度の高い案件を押し付け、さらには遠方出張時の宿泊費を不正に受

給するなどしていたのであって、これら諸事情に照らせば、本件申立ては不当労働

行為救済申立権の濫用である。 

 

４ 争点４について 

(1) 申立人らの主張 

ポストノーティス命令は、使用者の行為が不当労働行為であったことを関係者に

周知徹底させ、同種行為の再発を抑制することを趣旨とするところ、Ｂ１理事長の

本件言動は不当労働行為であることはもとより、平成３０年７月２７日に申立人Ｘ

１及びＣ１ユニオンが当委員会に対し、平成２９年冬季賞与及び平成３０年夏季賞

与の不支給並びに団体交渉拒否が不当労働行為であるとして行った救済申立て（以

下「平成３０年（不）第１号事件」という。）における和解成立直後の令和元年９
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月１９日、被申立人が、復職後に検査業務を行わせず、同年１２月の賞与も支給せ

ず、他の検査員と別室に配置する方針を持っており、令和２年１月８日、Ｃ１理事

長が申立外Ｃ３と面談した際、平成３０年（不）第１号事件の和解について、「表

面上、和解を受け入れた形を装っただけであり、申立人らの言いなりにはならな

い。」などと述べており、和解内容を遵守する姿勢がなかったのであるから、理事

をはじめとする関係者に周知徹底させ、被申立人による不当労働行為の再発を抑制

する必要性が高い以上、ポストノーティスは必要である。 

(2) 被申立人の主張 

Ｃ１ユニオン及びＣ２組合に関与する者は、被申立人との法的紛争を展開する申

立人ら及び申立外Ｃ３の３名のみであり、被申立人の他の職員らが申立人ら及び申

立外Ｃ３に対して強度の反感を有している状況に鑑みれば、被申立人の職員らが、

支配介入をしてはならない旨の掲示を見ても、申立人ら及び申立外Ｃ３の３名に対

する反感をさらに深めて不快感を覚えるだけであり、しかも、本件で問題とされて

いるのはＢ１理事長の言動のみであるから、Ｂ１理事長に対して同種行為を行って

はならない旨の命令を発することで、再発抑止には十分な効果が認められる以上、

ポストノーティスは不要である。 

 

第３ 当委員会が認定した事実 

  当委員会が、当事者間に争いのない事実並びに後掲各証拠及び審査の全趣旨から認定

した事実は、以下のとおりである。 

 １ 当事者 

(1) 申立人らなど 

ア 申立人Ｘ１は、平成６年４月、被申立人との間で期間の定めのない労働契約を

締結し、平成２８年４月に被申立人の検査部長兼総務部長へ就任し、その後、降

格処分を受け、審問終結日（令和３年３月４日）現在は検査部次長を務めている

職員である。 

 申立人Ｘ２は、平成９年４月、被申立人との間で期間の定めのない労働契約を

締結し、検査部に所属している職員である。 

イ 申立外Ｃ３は、従前、被申立人の事務局長を務めていた者である。 

申立外Ｃ３は、令和元年１２月１３日、自身を執行委員長、申立人Ｘ２を書記

長として、企業別労働組合としてＣ２組合を結成した。 

Ｃ２組合は、Ｃ４連合会（以下「Ｃ４会」という。）の下部組織であるＣ５地

方ユニオン（以下「Ｃ５ユニオン」という。）の構成員である。 

その後、申立外Ｃ３は、令和２年１月１４日、総務部主事に降格された。 

ウ 申立人らは、本件言動当時及び審問終結日現在においてもＣ５ユニオンの下部

組織であるＣ１ユニオンの組合員であるとともに、Ｃ２組合の結成後は、Ｃ２組

合の組合員でもある。 

(2) 被申立人 

被申立人は、青森県からＣ６法に基づく指定を受け、青森県内のＣ７の検査等を

行う一般社団法人であり、従業員数は約２５人である。 

被申立人においては、青森県内のＣ８業者等の代表取締役等が理事に就任してい

るところ、Ｂ１理事長は被申立人の代表理事を務め、Ｂ２は理事を務めている者で
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ある。 

被申立人においては、理事長の下に統括部長が、統括部長の下に事務局長が、事

務局長の下に総務部と検査部がそれぞれ設置されている。 

 

２ 従前の労使関係等 

(1) 理事長解職要求騒動 

ア 被申立人の理事兼事務局長を務めていたＣ９（以下「Ｃ９理事」という。）

は、平成２９年４月１４日、被申立人の事務所内において、職員と兼務する理事

であるＣ１０（以下「Ｃ１０理事」という。）、その他の職員２１名の合計２３

名が出席する職員会議を開催した。同会議に先立ち、申立人Ｘ１は、Ｃ９理事か

ら聞かされるなどしたＢ１理事長の適格性に関する意見をまとめた「検査員側か

らの意見」と題する書面を作成し、総務部においても同様に、「総務の意見」と

題する書面を作成した。これら意見書には、Ｂ１理事長において、法定検査のス

ケジュールの変更を急遽
きよ

命じたこと、「検査員は何もしていない」などの侮辱的

発言をしたこと、検査員の業務に対する理解が欠如していること、理不尽に各種

手当を廃止したことなどが記載されており、同会議において、出席者に同意見書

が回覧され、申立人らを含む２２名の職員が、Ｂ１理事長が被申立人を独裁化、

私物化している現状では仕事ができないとしてＢ１理事長の早期解職を求める旨

の決議書（以下「本件決議書」という。）に署名捺印する旨を表明した。 

Ｃ９理事及びＣ１０理事は、Ｃ９理事及びＣ１０理事以外の役員に対し、本件

決議書に前記意見書を添付したものを送付するとともに、定款第３２条(2)の規

定に基づき、同月１５日付けで、Ｂ１理事長に対し、Ｂ１理事長の解職等を議案

とする理事会の招集を請求した。 

Ｂ１理事長は、これを受け、役員に対し、同月２２日付けで、同年５月１日午

後１時３０分に青森市内のホテル（以下「本件ホテル」という。）にて理事会を

開催する旨の招集通知を送付するとともに、本件決議書に対する被申立人代表者

としての反論を述べた文書を送付した。 

  Ｃ９理事は、申立人らを含む職員に対し、理事会において職員が意見を述べる

機会があるかもしれないので、理事会の開催に合わせて本件ホテルで待機してほ

しい、有給休暇を取得してもよいなどと伝えた。この時点では、理事会開催日に

予定されていた法定検査に関し、対象となるＣ７の設置者に対して実施通知のは

がきを発送する前だったため、同日の有給休暇取得の有無を踏まえ、あらかじめ

検査のスケジュールを調整することが可能であった。 

イ 同日午後１時３０分から理事会が開催されたところ、申立人Ｘ１は、理事会当

日、有給休暇を取得せず、午前中は通常どおり出勤した上で本件ホテルに向か

い、理事会終了後は勤務に戻った。申立人Ｘ２は、同日は有給休暇を取得し、勤

務はせず、申立人らを含む少なくとも１７名の職員が、理事会会場の外の廊下で

待機していた。 

そして、理事長解職議案が審議され、出席した理事１４名中Ｂ１理事長を除く

１３名で採決が行われ、Ｃ９理事及びＣ１０理事を除く１１名全員が反対し、同

議案は否決された。 
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ウ 申立人らを含め、本件決議書に署名捺印したＣ９理事及びＣ１０理事を除く職

員１９名は、前記理事会の翌日である同月２日付けで、本件決議書への同意を撤

回し、Ｃ９理事及びＣ１０理事は、同月１２日付けで理事を辞任するとともに、

Ｃ１０理事は同年６月３０日付け退職届により、Ｃ９理事は同年７月７日付け退

職届により、いずれも同月３１日付けで退職した。 

エ その後、申立人Ｘ１は、被申立人において、検査部長兼総務部長からの降格が

検討されていると聞き及んだことから、同月１２日、Ｃ１ユニオン に対して加

入申込書を提出し、組合員となった。 

Ｃ１ユニオンは、同月２８日付けで、被申立人に対し、申立人Ｘ１が加入した

ことを通知するとともに、申立人Ｘ１の降格の撤回に関する団体交渉を申し入れ

た。 

これに対し、被申立人は、同月３１日付けで、申立人Ｘ１に対して降格を事前

通知したことはなく、団体交渉についても、指定された日程では準備が困難であ

るなどとして、前記団体交渉の申入れには応諾しかねる旨回答した。  

(2) 申立人Ｘ１に対する処分とその後の経過 

ア 平成２９年８月１日、被申立人は、申立人Ｘ１を検査部検査課検査員に降格す

る処分を行い、その旨の辞令を交付した。 

この降格処分は、被申立人において、申立人Ｘ１が検査員を監督すべき地位に

ありながら、事実無根の内容である本件決議書に同意した上、業務を怠り前記理

事会の会場に参集し、役員を監視する威圧行為に及んだことを理由に、懲戒処分

として行ったものであった。 

イ 上記の辞令の交付に当たり、Ｂ１理事長は、申立人Ｘ１に対し、経営者を辞め

させようとするなど前代未聞であるとし、①労働組合を通して降格の撤回を求め

るという申立人Ｘ１のやり方はえげつないものである、②Ｃ１ユニオンへの対応

のため弁護士費用がかかるため職員の賞与にも響く、③私の心を踏みにじった申

立人Ｘ１を絶対に許さない、④撤回するしないも自由だが、撤回しないのであれ

ば被申立人には在職できない旨述べた。 

なお、その後、理事長解職要求に賛同したＣ９理事及びＣ１０理事を除く職員

２０名のうち１名は退職し、３名がＢ１理事長に謝罪した。そして、同月１２日

及び２６日、申立人らを除く１３名の職員は、Ｂ１理事長が代表取締役を務める

Ｃ１１会社を訪問し、Ｂ１理事長に対し、理事長解職要求に賛同したことを謝罪

し、本件決議書に署名捺印したことにより検査部次長から降格されたＣ１２職員

は降格前の役職である検査部次長に復帰した。 

ウ Ｃ１ユニオンは、同月２日、被申立人に対し、申立人Ｘ１に対する降格処分の

撤回を求めて団体交渉を申し入れ、数度にわたる書面による事務折衝を経て、同

年９月１４日に団体交渉が行われた。 

   上記団体交渉において、被申立人は、降格処分の理由として、申立人Ｘ１が部

長の職にありながらＣ９理事及びＣ１０理事による理事長解職要求に賛同して混

乱を生じさせたこと、生命保険を契約して組織に多くの負担を発生させたことを

指摘したことから、今後、生命保険契約の締結に関する事情や降格処分に関する

就業規則の適用条項等を明らかにすることを確認した。 

   Ｃ１ユニオンは、同年１０月１３日付け書面によって、被申立人に対して、申
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立人Ｘ１の降格処分に関する就業規則の適用と生命保険契約の正確な内容を文書

で回答するよう要請した。 

これに対し、被申立人は、同月１７日付け書面により、申立人Ｘ１の降格処分

については、就業規則の適用条項を示し、部長職でありながら本件決議書に署名

捺印し、職員らの職場放棄や圧力行為を行ったことは就業規則が定める懲戒解雇

事由に該当するものの、Ｂ１理事長の恩情により降格にとどめた旨回答する一

方、当該書面において、生命保険契約に関する回答はせず、申立人Ｘ１がＢ１理

事長に対して直接謝罪していないことを指摘し、退職を求めたり、人間性や態度

を非難する記載がみられた。 

Ｃ１ユニオンは、上記回答において、生命保険契約に関する具体的事実が記載

されていなかったことから、同年１１月８日付け書面により回答を求めるととも

に、申立人Ｘ１を同年１２月に解雇する旨の言動の撤回を求めた。 

被申立人は、同年１１月１６日付けで、申立人Ｘ１に関する降格については同

様の回答を行い、以後、団体交渉や文書による交渉一切を打ち切る旨通知した。 

Ｃ１ユニオンは、同月２８日、被申立人の事務局長であった申立外Ｃ３から、

今後の交渉要請などはＣ１３弁護士と行うよう連絡を受けたことから、同月２９

日付け書面により、被申立人のこのような対応は理解できないこと、生命保険契

約の締結に関する明確な回答がないこと、同年１２月に申立人Ｘ１を解雇する旨

の発言の撤回に関する回答がないこと、同月１５日までに文書での回答が得られ

ない場合は当委員会に救済申立てを行うことを申し入れた。 

エ その後、被申立人は、同月５日、申立人Ｘ１に対し、平成２９年冬季賞与を支

給しないことを告げた。 

これを受けて、Ｃ１ユニオンは、同月６日、被申立人に対し、賞与不支給に関

する緊急の団体交渉を申し入れたが、被申立人は、同月１１日付け代理人弁護士

名義の書面により、賞与不支給は、申立人Ｘ１の年間の業績評価の結果に基づく

ものであって、議論を重ねる必要がないとして団体交渉の申入れを拒否した。 

Ｃ１ユニオンは、同月１５日付け書面により、被申立人に対し、申立人Ｘ１に

対する平成２９年冬季賞与の不支給は極めて遺憾であり撤回を強く求めること、

そのような判断に至る見解を確認するため、再度、早急に団体交渉を開催するよ

う申し入れたが、被申立人代理人弁護士は、同組合に対し、同月１８日付け書面

をもって交渉や協議は尽くされており、第三者の判断に委ねることが解決の方途

であり、これ以上の面接や文書、電話でのやり取りを控えるよう回答した。 

そこで、申立人Ｘ１は、平成３０年１月１２日、当委員会に対し、平成２９年

８月１日付けの降格処分の撤回、平成２９年冬季賞与の支給及び申立人に対する

不利益取扱いをしない旨の確認を求め、個別的労使紛争に関するあっせん（平成

３０年（個）第１号事件）を申請した。 

被申立人は、当委員会に対し、降格処分及び平成２９年冬季賞与の不支給は相

当であるとのあっせんを求める旨の平成３０年２月２７日付け答弁書を提出し、

これを受けて、申立人Ｘ１は、同年３月２３日、あっせん申請を取り下げた。 

オ 同日、申立人Ｘ２は、Ｃ１ユニオンに加入した。 

カ 申立人Ｘ１は、前記降格処分等について、同年４月３日、代理人弁護士に委任

し、同代理人弁護士と被申立人の代理人弁護士との間で交渉が行われたものの解
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決には至らなかった。 

キ その後、被申立人は、申立人Ｘ１がＢ１理事長への名誉棄損に終始する本件決

議書に署名捺印した上、検査部長兼総務部長という要職にあったにもかかわら

ず、本件決議書への署名捺印から１年を経過してもなお、Ｂ１理事長に対して直

接心からの反省と陳謝の意を表したことがなく、降格になったとはいえ、依然と

してＢ１理事長に敵対的な対応をしていることを理由として、平成３０年夏季賞

与についても支給しないことを決定し、その旨を同年７月４日付けで申立人Ｘ１

に通知した。 

(3) 不当労働行為救済申立て等 

ア 申立人Ｘ１及びＣ１ユニオンは、平成３０年７月２７日、当委員会に対し、不

当労働行為の救済命令を求める申立て（平成３０年（不）第１号事件）を行っ

た。 

イ 平成３０年（不）第１号事件が当委員会に係属し、調査手続が進行している

中、被申立人は、平成３１年２月１４日付け書面により、申立人Ｘ１につき、降

格処分を受けたにもかかわらず、その反省もなく、平成２９年８月頃から少なく

とも平成３０年１２月１２日頃までの約１年５か月もの間、被申立人の事務所内

外において、隠し録音目的のため着用している衣服に録音機器を携帯したこと、

平成２９年５月１日、検査部長兼総務部長という役職にありながら、有給休暇の

手続をとることなく、理事会会場のホテルに集結して役員に対する圧力行為に及

んだこと、有給休暇を取得したものと誤解した会計職員が支給した給与相当額の

返還に応じなかったことを理由として平成３１年２月１４日付けで懲戒解雇する

旨通知した。 

また、申立人Ｘ２については、同日付け書面により、平成２９年４月に二度に

わたって本件決議書に同意し、Ｂ１理事長に対する名誉棄損等に及んだ上、理事

会会場に参集して役員に圧力行為を行ったこと、数回にわたり、正当な理由な

く、被申立人の主催する新年会、懇親会等の行事に参加しなかったことを理由と

して平成３１年３月１４日付けで普通解雇する旨通知した。 

ウ そこで、申立人らは、同月１５日、青森地方裁判所（以下「青森地裁」とい

う。）に対し、上記各解雇が無効であることを理由として賃金仮払い仮処分命令

の申立て（平成３１年（ヨ）第２号事件）を行い、審尋手続を経て、青森地裁

は、令和元年５月３０日、申立人らに対する解雇はいずれも無効であるとして、

被申立人に対し、申立人Ｘ１につき月額２７万円、申立人Ｘ２につき月額２５万

円の賃金を仮に支払うよう命じた。 

なお、この間、被申立人の職員２１名は連名で、Ｂ１理事長に対し、申立人ら

の行動を許すことはできない、申立人らと一緒に就労することはできない旨の平

成３１年４月２６日付け要望書を提出した。 

そして、申立人Ｘ１及びＣ１ユニオンは、令和元年５月３１日、当委員会に対

し、申立人Ｘ１に対する上記解雇が不当労働行為であるとして、救済内容の拡張

申立てを行うとともに、申立人らは、同年６月４日、青森地裁に対し、前記各解

雇が無効であるとして、各解雇後の賃金の支払い等を求めるなどの本案訴訟（令

和元年（ワ）第８２号事件）を提起した。 

エ その後、被申立人は、申立人Ｘ１及びＣ１ユニオンに対し、申立人らの復職を
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前提とした和解の申入れを行い、申立人Ｘ１及び同組合は、同年７月１９日、申

立人Ｘ１らが求める和解内容を被申立人に提示した。 

同年９月１３日、当委員会において、被申立人が申立人Ｘ１に対する懲戒解雇

及び申立人Ｘ２に対する普通解雇をいずれも撤回し、復職の準備期間を考慮し、

同年１０月１日付けで、申立人Ｘ１を検査部次長として、申立人Ｘ２を検査部主

任として、それぞれ復職させるとともに、被申立人が申立人らに対し、未支給賃

金や解決金をそれぞれ同月３１日限り支払うことのほか、円滑に意思疎通を図

り、円満かつ健全な労使関係の構築に努めることなどを内容とする和解協定書が

締結された。その上で、申立人らは、同年９月１７日、青森地裁に対する前記仮

処分命令の申立て及び本案訴訟を取り下げた。 

 

３ 平成３０年（不）第１号事件に関する和解協定締結後の労使関係 

  (1) 復職に当たっての被申立人の対応等 

ア 被申立人は、令和元年９月１９日、Ｃ１１会社の職員を通じ、Ｃ１４社会保険

労務士に対し、改正した被申立人の規程集に基づき、申立人らの復職後の役職が

令和２年６月の定時総会までの任期となり、適格でないと判断された場合は総会

に諮った上で解任すること、令和元年１０月１日に復職しても、検査車・検査器

具がなく、現在の検査員でも検査業務が間に合っているので仕事を与えない方針

であること、同年１２月の賞与は支給しない方針であること、申立人らを別々に

他の検査員と別室に配置する方針であることを告げて意見を求めた。 

  これを聞き及んだ申立人らはＣ１ユニオンに相談し、同組合は同年９月２０日

付け書面により、被申立人に対して、申立人らの職場復帰後の労務環境等に関す

る団体交渉を申し入れた。 

   イ 同月２５日、第１回団体交渉が行われた。 

団体交渉において、Ｃ１ユニオンは、被申立人に対し、同年１０月１日から申

立人らが検査業務に従事できる状態にあるのか確認をしたところ、被申立人は、

申立人らが検査業務に赴くための車両や検査器具がないため、検査業務には従事

させず事業所内で事務的な作業に従事させるなどと回答した。交渉の末、最終的

には、被申立人において、同月中に申立人らの検査車両等を準備するよう努める

こととなり、この日の団体交渉はひとまず終了した。 

また、団体交渉において、Ｂ１理事長及び理事を務めるＢ２（以下「Ｂ２理

事」という。）は、①理事長と話をする前になぜＣ１ユニオンに駆け込んだの

か、②申立人らの行動は常識から外れたことである旨述べた。 

   ウ 申立人らは、同日、職場復帰を果たしたが、検査業務に赴くための車両等がな

いことを理由に、被申立人の事業所内での事務的な作業に従事した。 

   エ Ｃ１ユニオンは、同月１８日、申立人らが復職するに当たっての被申立人の準

備状況等を確認するため、被申立人に対して、団体交渉を申し入れ、同月２１

日、被申立人はこれを受け入れたことから、同月２４日、第２回団体交渉が行わ

れた。 

上記団体交渉において、Ｃ１ユニオンは、被申立人の車両や検査器具の準備状

況、検査数、令和元年冬季賞与の支給について確認したところ、被申立人は、翌

週の同年１１月１日までには車両の準備が完了し、同月５日から申立人らが検査



 
             
 
 
 

- 25 -

業務に従事できる状態とする一方、申立人らに対して割り当てる検査数について

は、ブランクがあること、検査場所や検査対象となるＣ７の規模などにより、他

の検査員と全く同じ検査数を与えることは難しいことから、当初は他の検査員よ

りも少なくなるものの、検査業務自体は通常どおり担当してもらい、令和元年冬

季賞与については即答できない旨回答した。 

(2) 本件言動 

  ア 申立人らは、従前、青森公共職業安定所から失業保険の仮給付を受けて

おり、前件係争の和解に基づく解決金の支払期限である令和元年１０月３１

日の翌日である同年１１月１日に仮給付金を返還するため、同日は有給休暇を取

得していた。 

Ｂ１理事長及びＢ２理事は、第２回団体交渉の翌日である同年１０月２５

日、勤務中の申立人らを呼び出し、他の職員が執務している中で被申立人事務室

の中央にある円卓の席に着座させ、申立人らと面談した。 

  イ 上記面談において、Ｂ１理事長は、当初、申立人らに対して、申立人らが令和

元年１１月１日から業務を行うことになっていたものの休暇を取得することに関

する事情を問い質した。申立人Ｘ１は、前記アの事情を説明したところ、Ｂ１理

事長は、月の始めが重要であること、意思の疎通がなっていない旨述べ、「Ｂ１

っていう人間は、お前たち二人を絶対に許さない。」と述べた。 

    引き続き、Ｂ１理事長は、申立人らに対し、①組合に加入することは自由であ

るけれども、被申立人に組合組織がない状況のもと、申立人らが経営者である理

事長と意思疎通することなくＣ１ユニオンに駆け込んだことが間違いであり、絶

対に許されない旨述べるとともに、②前件係争によるしこりが残っている状態で

あって、ろくなことが起きない、③就業規則を改訂し、２年間で処遇・役職を見

直すことが可能となり、降格や昇進、給与も自由になったのであり、４月からの

新年度でどのような処遇になるか分からないが、降格などの処遇になった場合に

あらためて労働組合に駆け込んで要望を出すような事態になればしこりを残し、

そのような状況が持続するのであれば職場を辞めた方がよい、④何らのしこりも

なく、何事もなかったように仕事ができると思うのは大間違いである、⑤このま

ま勤務を続けられると思うことは大間違いであり、何か事件が起きる前に職業安

定所に行くなり、違う職業を見つけた方がよい、⑥いつまでも同じ給料がもらえ

ると思うのは大間違いだ、就業規則等を改正し、給料を増減することが自由にな

った、給料が減額されて労働組合に駆け込んで団体交渉になれば、もっと憎悪が

増し、もっと許されなくなる、勝った負けたの問題ではなくなる、そうなったら

殺人でもなんでもできてくる、脅しではない旨述べた。１時間３０分程の面談

中、Ｂ１理事長の発言がほとんどであった。   

 

４ 本件言動後の労使関係 

 (1) Ｃ１ユニオンとの団体交渉 

申立人らから本件言動に関する相談を受けたＣ１ユニオンは、令和元年１１月８

日、被申立人に対し、本件言動の真意を問うために団体交渉の実施を要求したが、

被申立人は、検査部長を務めるＣ１５（以下「Ｃ１５部長」という。）を通じ、特

に話すことはない旨伝えて団体交渉の求めに応じなかった。 
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   そこで、Ｃ１ユニオンは、同月２０日、被申立人に対し、団体交渉を拒否する理

由を問うとともに、再度、団体交渉の実施を要求したが、被申立人は、Ｃ１５部長

を通じ、社会保険労務士に相談した結果であるとの趣旨を述べてこれを拒否した。 

なお、申立外Ｃ３は、同年１２月６日、被申立人が法律上の根拠なく同人の給与

及び賞与を減額したとして、青森地裁に対し、被申立人を被告とする賃金等支払請

求訴訟（令和元年(ワ)第１６５号事件）を提起した。 

 (2) Ｃ２組合の設立 

ア 令和元年１２月１１日、勤務時間中の午後４時頃から、被申立人事務所２階の

食堂において、申立外Ｃ３、申立人ら２名、Ｃ１５部長、Ｃ１２検査部次長、Ｃ

１６検査課長、Ｃ１７検査主任及びＣ１８検査主任といった役職者が参加する定

期的な会議が開かれた。その際、Ｃ２組合の結成に関する協議が行われ、その

後、午後５時前から午後５時３０分頃までの間、順次、参加者以外の職員らに対

して加入説明が行われた。 

イ 同月１３日、当時、被申立人の事務局長を務めていた申立外Ｃ３を執行委員

長、申立人Ｘ２を書記長としてＣ２組合が結成され、Ｃ２組合、Ｃ４会及びＣ５

ユニオンは、同月１６日付けの書面をもって、Ｃ２組合の結成を被申立人に通知

した。 

   ウ Ｂ１理事長は、同月１７日、被申立人の事務所を訪れ、申立外Ｃ３に対し、前

記(1)の訴訟事件について、応訴するためこちらも弁護士を雇った、事務局長の

仕事をしなくてもよいなどと述べた。 

  (3) Ｃ２組合との団体交渉 

ア Ｃ２組合、Ｃ４会及びＣ５ユニオンは、令和元年１２月１９日、被申立人に対

し、ユニオンショップを内容とする暫定労働協約、不当労働行為防止のお願い並

びに会社の健全な発展に向けた経営方針の明確化と周知及び経営状況の開示、働

きがいを持てる給与制度の確立と昇格・昇給基準の明確化及び人事制度の透明性

の確保、安全で働きやすい環境づくりに向けた勤務先の実態把握と安全衛生委員

会の機能強化、パワーハラスメント、セクシュアルハラスメントの撲滅及びコン

プライアンスの徹底を内容とする要求事項を協議事項として団体交渉を申し入

れ、令和２年１月８日午後６時から団体交渉が行われることとなった。 

   イ 同日午後６時からの団体交渉に先立ち、Ｂ１理事長及びＢ２理事は、午後１時

頃、被申立人の事務所を訪れた。 

     Ｂ１理事長は、申立外Ｃ３に対し、前記団体交渉の申入れに添付した要求事項

について、①直接、Ｂ１理事長に質問すればよいことであり、組合を作るなどこ

しゃくな真似をなぜするのか、②こんな馬鹿な質問をして呼びつけて、③組合に

行けばいいというものではない、④相談しながらやっていけばよいだけであり、

組合を作って要求することは馬鹿なことで考えられないなどと述べた。 

また、Ｂ１理事長は、申立外Ｃ３に聞こえるように、①人間には裏表がある、

怪我をしないうちに身を引くなどの行動を取ることを考えた方がいい、②青森県

内で多数の殺人事件が発生しているが、犯人は見つかっていない、③あまり恨み

辛
つら

みを買えば殺されても知らないからな、④今に海に浮かぶか、崖から落とされ

るか、交通事故に遭うか知らないからな、⑤当たり前に収まると思ったら大間違
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いだ、やられて黙っている者はいないなどと述べた。 

ウ さらに、Ｂ１理事長は、事務室内の自身の机で執務していた申立人Ｘ１に対

し、東北ブロックのＣ７検査事業者において労働組合を結成しているところはな

く、申立人らだけが労働組合を結成していることを告げ、団体交渉の要求事項に

ついて、就業規則に全て記載されているにもかかわらず、なぜ質問をするのか、

経営者に向かって対等な立場で意見を言いたいから労働組合に入ったことについ

て、馬鹿たれ、黙って通ると思うな、などと述べていた。また、Ｂ１理事長は、

平成３０年（不）第１号事件の和解協定の締結について、①秋までにケリをつけ

たかったから表面上和解しただけであり、いつまでもこうしていられると思えば

大間違いだ、②後で泣きが入っても遅いからな、申立人らにやられて黙っている

人間ではないなどとも述べた。 

   エ その後、同日午後６時頃から、被申立人の会議室において団体交渉が行われ、

Ｃ２組合及びＣ５ユニオンから前記アの要求事項が示されたが、  Ｃ２組合に

とって初めての団体交渉であり、要求事項の具体化がなされていなかったことな

どから、十分な協議には至らずに団体交渉は終了した。 

  (4) 申立外Ｃ３の降格 

被申立人は、令和２年１月１０日、理事会を開催し、Ｂ１理事長は申立外Ｃ３を

事務局長から解任し、総務部主事に降格する旨の議案を上程し、理事会で承認され

た。同議案の審議の際、Ｂ１理事長は、Ｃ２組合を結成したことは経営者を舐
な

めた

態度であり、Ｃ７検査業務を行っている東北ブロック・北海道ブロック内の事業者

に労働組合が結成されているところはなく、労働組合が存在すること自体がおかし

いことである旨表明した。 

そして、平成３１年４月に申立外Ｃ３の基本給を５万円減額し、検査現場に出な

いことから技術手当も不支給としたが、このような対応は同人が承諾したものであ

るが、それにもかかわらず、弁護士に依頼して前記(1)の訴訟を提起したことは、

Ｂ１理事長を含め経営者を舐
な

めてかかっているものである、申立人ら２名及び申立

外Ｃ３の３名を徹底して排除しなければならない、辞令交付に当たっては検査員ら

が出先から帰社した午後４時頃に全職員の面前でＣ１２部長に読み上げさせるなど

と発言した。 

さらに、顧問弁護士の依頼に関する議案の審議の際、Ｂ１理事長は、申立外Ｃ３

が訴訟を提起したがために弁護士を依頼せざるを得なくなり、費用を要する事態と

なったことから、同人を管理職手当が一切つかない平社員である総務部主事に降格

させるなどと述べていた。 

    被申立人は、令和２年１月１４日午後４時頃、上記Ｂ１理事長の言動内容どお

り、Ｃ１２部長を通じ、申立外Ｃ３を総務部主事に降格する旨の辞令を読み上げ、

申立外Ｃ３に交付した。 

  (5) 申立人らによる救済申立て、訴訟等 

 申立人らは、令和２年１月２８日、当委員会に本件申立てを行った。 

なお、申立人らは、同年２月７日、本件言動について、Ｂ１理事長を被告とし

て、青森地裁に対し、不法行為に基づく損害賠償請求訴訟（令和２年(ワ)第４０号
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事件）を提起し、令和３年２月２日、Ｂ１理事長に対し、申立人らへそれぞれ金 

５５万円の支払を命ずる判決が言い渡された。 

また、申立人らは、本件言動について、Ｂ１理事長を被告訴人として、脅迫、侮

辱罪に当たるとして刑事告訴も行っていたが、青森地方検察庁は、同年１月１３

日、Ｂ１理事長に対し、不起訴処分とする旨告知した。 

 

第４ 当委員会の判断 

 １ 争点１について 

   労働委員会による不当労働行為救済制度は、労働者の団結権及び団体行動権の保護

を目的とし、これらの権利を侵害する使用者の一定の行為を不当労働行為として禁止

した労働組合法第７条の規定の実効性を担保するために設けられたものである。この

ような制度趣旨に照らせば、使用者が同条第３号の不当労働行為を行ったことを理由

として救済申立てをするについては、当該労働組合のほか、その組合員も申立て適格

を有すると解されるところ（最高裁判所第二小法廷平成１６年７月１２日判決・裁判

集民２１４号７３９頁）、前記認定（第３の１(1)ウ）のとおり、本件言動当時のみ

ならず審問終結日現在においても申立人らがＣ１ユニオンの組合員であり、Ｃ２組合

が結成されたとしても、Ｃ１ユニオンの組合員資格を喪失したものではなく、同組合

の組合員として組合活動を行い得る以上、申立人らが本件に関して申立て適格を有す

ることは明らかである。 

   そして、前記認定（第３の２(3)エ、３、４(1)及び(3)ウ）のとおり、申立人らと

被申立人の間において平成３０年（不）第１号事件に関する和解協定が締結され、円

満かつ健全な労使関係の構築に努めることとされたにもかかわらず、それからわずか

１か月程度しか経過していない中で本件言動に至っていること（本件言動が労働組合

法第７条第３号に該当する行為であることは後記２のとおりである。）、Ｃ１ユニオ

ンが本件言動の真意を問うことを目的として団体交渉を求めたにもかかわらず被申立

人はこれを拒否しており、本件言動に対する是正措置がとられている状況は何ら窺
うかが

われないことに加え、本件言動後、Ｂ１理事長が平成３０年（不）第１号事件に関す

る和解協定の趣旨を尊重することなく、申立人らに対して報復的な行動をとることを

示唆する言動を示していることに照らせば、今後も本件言動と同種の言動がなされる

おそれは否定できないものと言える以上、救済の利益は優に認めることができる。 

   被申立人の主張は失当であり、採用することができない。 

 

２ 争点２について 

  (1) 使用者の言動の支配介入該当性 

Ｂ１理事長による本件言動は前記認定（第３の３(2)イ）のとおりであり、本件

言動の内容について当事者間に争いがない。 

    被申立人は、本件言動について、平成２９年４月に発生したＢ１理事長の解職要

求を発端にした労使紛争を継続的に展開し、労使関係の悪化を煽
あお

る申立人らを諫
いさ

め

るためのものであり、事件、殺人などの言動は一般論を述べるために引き合いに出

したものに過ぎず、また、降格、減給及び退職などの言動についても、労働組合い
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かんにかかわらず、労使間の憎悪の連鎖を深める抗争を続けるのであれば退職する

方がよいという見解を述べたものに過ぎないものであるから、労働組合の組織、運

営を阻害する支配介入には該当しないなどと主張するところ、組合員に対する使用

者の言動が不当労働行為に該当するか否かは、当該言動の内容及び態様、背景とな

る労使関係や当該言動に至る経緯等の諸事情を総合考慮し、当該言動が組合員に対

して威嚇的・萎縮的効果を与え、組合の組織、運営に影響を及ぼすおそれのある場

合は、労働組合法第７条第３号が定める支配介入に該当するものというべきであ

る。 

(2) 本件言動の支配介入該当性 

以上の観点から、本件言動について検討する。 

前記認定（第３の２）のとおり、平成２９年５月１日開催の理事会において理事

長解職議案が否決された後、申立人Ｘ１は同年８月1日に総務部長兼検査部長から

検査部検査課の検査員への降格処分を受け、理事長解職要求に賛同して本件決議書

に署名捺印した申立人らを除く１６名の職員はＢ１理事長に直接謝罪したものの、

申立人らはＢ１理事長に対して直接かつ対面での謝罪を行わなかったところ、申立

人Ｘ１に対する平成２９年冬季賞与の不支給を皮切りに、申立人Ｘ１に対する懲戒

解雇処分及び申立人Ｘ２に対する普通解雇処分にまで至っている一方、申立人らと

同様に理事長解職要求に賛同したＣ１２職員は、検査部次長から検査課の検査員へ

降格処分を受けたにもかかわらず、Ｂ１理事長に対して直接謝罪することによって

降格前の役職に復帰したことが認められる。 

このように、Ｂ１理事長に対する直接かつ対面での謝罪の有無によって被申立人

内における処遇が著しく異なっていることに照らすと、Ｂ１理事長の本件言動は、

理事長解職要求に賛同した申立人らがＢ１理事長に謝罪しなかったことに関する私

怨に由来する面も否定できないところではある。 

しかしながら、前記認定（第３の３(1)）のとおり、被申立人は、平成３０年（

不）第１号事件に関する和解協定に基づき、令和元年１０月１日付けで申立人Ｘ１

を検査部次長、申立人Ｘ２を検査部主任として復職させることとしたが、和解協定

締結からわずか６日を経過したにすぎない同年９月１９日には、申立人らに対して

業務を与えず、申立人らを他の検査員とは別室にそれぞれ分離して配置することな

ど、円満かつ健全な労使関係の構築とはかけ離れた方針を画策していたことが判明

したことから、申立人らの復職後の労務環境等に関する団体交渉が行われるなど、

申立人らと被申立人の対立関係が鮮明になっていく中で本件言動がなされたもので

ある。さらに、Ｂ１理事長らは、同月２５日に行われた復職後の労務環境等に関す

る第１回団体交渉の席において、Ｂ１理事長と話をする前にＣ１ユニオンに駆け込

んだことを非難する趣旨の言葉を述べているのであり、Ｂ１理事長は一貫して、申

立人らが同組合に加入したことや組合員として活動を行うことに対して非難・嫌悪

の情を示していることが認められる。 

そして、前記認定（第３の３(2)）のとおり、本件言動は、Ｃ１ユニオンに加入

したこと自体を直接かつ厳しく非難するものであるとともに、同組合に相談するな

ど組合員としての行動を継続することによって申立人らの労働条件・処遇を不利に

扱うことを示唆しながら退職を迫るものであること、不利益な処遇について同組合

として活動した場合には殺人事件などを含めて事件が発生する可能性を明示するな
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ど、社会通念上、法人の代表者が在籍している職員に対して業務上の注意や指導を

与える際に用いることのないような苛
か

烈な内容であり、青森地裁により慰謝料の支

払を命じられるほどのものである。加えて、このような内容の言動は、勤務時間

中、被申立人の事務室内という他の職員が容易に覚知し得る状況の下、約１時間 

３０分にわたって、Ｂ１理事長自身が同組合の組合員である申立人らに対して一方

的に行ったものであり、申立人らが被申立人内で同組合の組合員としての活動を継

続することに対する直接的かつ明確な威嚇であり、申立人らの同組合の組合員とし

ての活動に強度の萎縮的効果をもたらすものといえる。 

以上のとおり、本件言動は、理事長解職要求に賛同したことに対する直接かつ対

面での謝罪のない申立人らに対する私怨に端を発したものである面が否定できない

ことを最大限考慮したとしても、Ｃ１ユニオンの組合員である申立人らに対して威

嚇的・萎縮的効果を与えるものであって、同組合の組織、運営に悪影響を及ぼすお

それのあるものと言わざるを得ない。 

したがって、現実に組合員としての活動が萎縮させられたか否かにかかわらず、

本件言動は労働組合法第７条第３号に該当するものというべきである。 

 

 ３ 争点３について 

  (1) 被申立人による主張 

前記２のとおり、本件言動は労働組合法第７条第３号に該当するものと認められ

る。 

これに対し、被申立人は、申立人らが遠方出張時の宿泊費を不正に受給していた

こと、業務時間中にもかかわらず、被申立人の検査員らに対してＣ２組合への加入

勧誘という非違行為を行い、勧誘を拒否した検査員らを睨
にら

みつける、挨拶をせずに

無視するなど報復的行動をとっていたこと、他の検査員らに対して遠方で効率の悪

い検査や検査に長時間を要する難易度の高い案件を押し付けたことなどの事情をも

とに、申立人らの本件申立ては不当労働行為救済申立権の濫用であるなどと主張

し、これに沿う証拠を提出するとともに証人らも同旨の証言をする。 

そこで、被申立人らが指摘する事情をもって、本件申立てが不当労働行為救済申

立権の濫用といえるか否かについて検討する。 

  (2) 被申立人指摘の事情について 

ア 宿泊費の不正受給 

証拠によれば、過去に申立人Ｘ１を含めた多数の職員が出張に伴う宿泊費を不

正に受給していたこと、しかしながら、宿泊後に領収証の提出を要する体制とな

った平成２５年春頃以降はこのような不正受給はなくなったこと、宿泊費の不正

受給は本件申立ての発端となった平成２９年４月の理事長解職要求の相当以前に

発生していたものであることが認められる一方、本件申立て以前において、申立

人らを含む職員による宿泊費の不正受給が被申立人内で問題視されていたことま

では窺
うかが

われない。 

そして、宿泊費の不正受給に関する申立人らに対する事情聴取は令和２年４月
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１０日に行われているところ、事情聴取時点において既に本件申立てが当委員会

に係属した後であることに鑑みると、令和元年１０月２５日の本件言動に対する

本件申立てとの関連性を欠くものといえ、被申立人の主張は採用できない。 

イ 就業時間中のＣ２組合結成活動等 

     次に、前記認定のとおり（第３の４(2)）、同年１２月１１日、勤務時間中の

午後４時頃から、被申立人事務所２階の食堂において、申立外Ｃ３、申立人ら２

名、Ｃ１５部長、Ｃ１２検査部次長、Ｃ１６検査課長、Ｃ１７検査主任及び 

Ｃ１８検査主任といった役職者が参加する定期的な会議が開かれ、その際、Ｃ２

組合の結成に関する協議も行われ、その後、午後５時前から午後５時３０分頃ま

での間、順次、上記会議の参加者以外の職員らに対して加入説明が行われたもの

であるところ、労働契約に基づき職務専念義務を負う職員らが就業時間中に組合

活動を行うことは適切ではない面はあるものの、Ｃ２組合結成の協議及び勧誘活

動は１回かつ短時間にとどまっている一方、本件言動が労働組合法第７条第３号

に該当するものであり、言動内容としても申立人らが被申立人内で組合員として

の活動を継続することに対する直接的かつ明確な威嚇となるものであって、申立

人らの組合員としての活動に強度の萎縮的効果をもたらすものである以上、被申

立人指摘の上記事情をもって本件申立てが不当労働行為救済申立権の濫用である

と評価することはできない。 

     また、証拠によれば、申立外Ｃ３及び申立人Ｘ２が、Ｃ２組合への加入を拒否

した職員に対して、挨拶の返事を返さないなど幾分冷たい対応をとっていたこ

と、申立人Ｘ１との間では業務上の会話や挨拶などが通常どおりに行われている

ものの、乙１５号証が提出されてから、ぎくしゃくした関係にあり、申立人Ｘ１

としても他の職員とどのようにコミュニケーションをとるか悩んでいることが認

められるにとどまり、申立人らが、社会通念上、是認することができないような

違法・不当な報復的行動をとり、殊更に職場関係を悪化させているものとまでは

認められない。 

したがって、これらの事情をもって本件申立てが不当労働行為救済申立権の濫

用であると評価することはできない。 

   ウ 検査案件の配分 

     被申立人は、申立人らが新人検査員に対し、遠方で効率の悪い検査や検査に長

時間を要する難易度の高い案件など不公平な業務分配を行っているなどと主張す

るけれども、証拠によれば、新人検査員であったＣ１９職員に対して検査業務を

配分する上席職員は申立人ら以外にもあったこと、被申立人においては、従前よ

り、現場までの経路や当該現場に慣れてもらうことを目的として、新人検査員に

対して上記のような検査案件の配分を行うことがあり、特定の職員にこのような

検査案件を配分していたものではないことが認められ、他に、申立人らが職場内

の優位性を背景として、特定の新人検査員に対してのみ、業務の適正な範囲を超

えて、違法・不当な業務分配を行っているものと認めるに足る事情は窺
うかが

われな

い。 

     したがって、被申立人の主張する事情をもって不当労働行為救済申立権の濫用

と評価することはできない。 
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  (3) 本件言動の評価と本件申立ての正当性 

このように、被申立人指摘の各事情をもって本件申立てが不当労働行為救済申立

権の濫用であると評価することはできない。むしろ、平成３０年（不）第１号事件

の和解協定の締結から間もなく、申立人らと被申立人の対立関係を生じ、その中で

本件言動がなされたものであること、本件言動の内容が、社会通念上、法人の代表

者が在籍している職員に対して業務上の注意や指導を与える際に用いることのない

ような苛
か

烈な内容であり、青森地裁により慰謝料の支払を命じられるほどのもので

あること、被申立人がＣ１ユニオンからの本件言動に関する団体交渉の求めを二度

にわたり拒否していること、本件言動以前にも同組合に駆け込んだことを非難する

言動もみられており、一貫して申立人らが同組合に駆け込んだことを非難している

ことなどの事情に鑑みれば、申立人らが本件言動について救済を求めることは、同

組合の組合員として正当な権利行使であると言わざるを得ないというべきである。 

 

４ 争点４及び救済方法について 

(1) 前記２のとおり、本件言動は、労働組合法第７条第３号の不当労働行為に該当す

るものであることに加え、平成３０年（不）第１号事件の和解締結後から本件申立

てに至る経緯、本件言動の内容や態様及び本件言動後における申立人らや申立外Ｃ

３に対する言動、Ｃ２組合との団体交渉における被申立人側の態度等の事情に照ら

せば、将来においても同種の不当労働行為が繰り返されるおそれは否定できない以

上、正常な集団的労使関係秩序の回復・確保を図るためには、主文第１項のとおり

命ずることが相当である。 

  (2) 次に、申立人は、謝罪文の手交及び謝罪文を被申立人本社玄関の見えやすい場所

に２週間掲示することを求めているので、この点について判断する。 

    前示のとおり、Ｂ１理事長による同種の不当労働行為が繰り返されるおそれは否

定できない一方、前記２において述べたように、本件言動は、理事長解職要求に賛

同した申立人らがＢ１理事長に謝罪しなかったことに関する私怨に由来する面も否

定できないところ、申立人らの組合活動を敵視する言動を行う者は専らＢ１理事長

にとどまる。そして、本件申立てが当委員会に係属中、職場環境の悪化や度重なる

労使の対立に疑問を感じた被申立人の検査員１１名が連署・連判をもって事務所内

の実情と心情を記載した意見書が証拠として提出されたことに伴い、労使間のみな

らず職員間の関係性も不健全な状態に至っており、さらには、申立人Ｘ１自身も、

理事長の支配が強いことから、他の職員が表立って申立人らと円滑に意思を疎通す

ることが難しい状況である旨供述しているところでもある。 

このような状況の中、被申立人の理事及び職員らすべてに対し、謝罪文の掲示を

もって本件言動が不当労働行為である旨周知することは、労使関係の対立関係をさ

らに一層増悪させ、ひいては申立人らと他の検査員との関係性を回復困難なところ

まで悪化させるおそれも否定できないものと考えられる。 

これらの事情や本件申立てに至るまでの経緯、本件言動の内容や態様及び本件言

動後におけるＢ１理事長の申立人らや申立外Ｃ３に対する言動、Ｃ２組合との団体

交渉における被申立人側の態度、申立人らの組合活動を敵視する言動を行う者が専

らＢ１理事長であること、被申立人の職場における申立人らと他の職員らとの関係
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性など本件に顕れた一切の事情を考慮し、Ｃ１ユニオンの組合活動に対する支配介

入が問題となっている本件における救済方法としては、主文第２項のとおり命ずる

ことが相当である。 

 

  

  

以上の認定した事実及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第２７条の１２及び労

働委員会規則第４３条を適用し、主文のとおり命令する。 

 

 令和３年７月２６日  

 

              青森県労働委員会 

                 会 長  岩 谷 直 子  
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６ 再審査・行政訴訟事件 

⑴ 再審査事件 

なし 

 

⑵ 行政訴訟事件   

なし 
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第３節  労働争議の調整 

 

１ 概要 

⑴  取扱件数 

令和３年の取扱件数は、前年から繰り越し３件、新規申請４件（組合側４件）であ

った。 

 

 

⑵  取扱事件の傾向 

取扱事件７件のうち、前年から繰り越した３件は手当削減に関する事件１件と団体

交渉に関する事件１件が解決により終結し、労働組合の分会長に対する異動辞令の撤

回に関する事件１件が取下げにより終結した。新規申請事件４件のうち、パワーハラ

スメント等の停止及び謝罪に関する事件１件と団体交渉に関する事件１件が打切りに

より終結し、退職金に関する事件１件が取下げにより終結し、他の１件は翌年へ繰り

越した。 

 

 

⑶  業種別申請件数（新規件数） 

 
製 造 運 輸 

情 報 

通 信
 
卸・ 

小売
 
金融・ 

保 険 

医療・ 

福 祉 

学 校 

教 育 
サービス その他 計 

         １  ２     １ ４ 

 

 

⑷ 主なあっせん項目別件数（新規件数） 

     

    

  

解雇 

退職 
配 転 賃 金 臨時給 

その他の 

賃金関係 

団体交渉

関係 
その他 計 

    １ １ ２ ４ 

 

 

⑸ 終結区分 

     

     

  

解   決 打   切 取   下 次年へ繰越 計 

２ ２ ２ １ ７ 
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２ 調整事件一覧表 

事件番号 

【申請者】 

開 始 

年月日 
業種 調整事項 

調整員 終結年月日 

(所要日数) 

終結 

区分 公 労 使 事 

2(調)7 

【組合】 

2.12.9 教育  期末・勤勉手当削減の数

的根拠を明らかにし、組合

の資料を受け取り、交渉を

行うこと 

細矢 塩谷 寺下 小坂 3.1.22 

(45日) 

解決 

2(調)8 

【組合】 

2.12.14 社会

福祉 

  労働組合の分会長に対す

る異動辞令の撤回 

岩谷 

源新 

野坂 

 

寺下 小坂 3.1.5 

（23日） 

取下

げ 

2(調)9 

【組合】 

2.12.15 社会

福祉 

労使双方のあっせん員が

立ち会いの元で、団体交渉

を開催すること等 

大矢 山内 

塩谷 

小笠原 

山田 

小坂 3.1.19 

（36日） 

解決 

3(調)1 

【組合】 

3.1.21 卸売 退職金の増額 岩谷 

 

山内 

金沢 

小笠原

山田 

小坂 

 

3.1.22 

(2日) 

取下

げ 

3(調)2 

【組合】 

3.6.30 社会

福祉 

１ 組合員に対する同僚に

よるいじめ・嫌がらせの

停止、謝罪 

２ 組合員に対する理事長

等によるパワハラの認

定、謝罪 

３ 安全配慮義務の遵守 

源新 山内 藤本 佐藤 3.8.31 

（63日） 

打切

り 

3(調)3 

【組合】 

3.8.6 社会

福祉 

１ 労使双方のあっせん員

が立ち会いの下で、団体

交渉を行いたい。 

２ 団体交渉の中で決まっ

たことは、その場で労使

協定を結んでほしい。他 

伊藤 山内 

塩谷 

小笠原 

山田 

佐藤 3.9.22 

（48日） 

打切

り 

3(調)4 

【組合】 

3.10.6 郵便

局 

組合掲示板、組合事務室

の貸与 

源新 野坂 寺下 佐藤 翌年繰越  
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３ 取扱事件の概要 

 

 

令和２年（調）第７号事件（あっせん） 

申請者 
Ｘ１組合 

Ｘ２組合連合 
（組合員数） 

２８人 

１５８人 

被申請者  Ｙ 
（事業の種類） 教育 

（従業員数） ６４人 

申請年月日 令和２年１２月 ８日 開始年月日 令和２年１２月 ９日 

調整事項 
期末・勤勉手当削減の数的根拠を明らかにし、組合の資料を受け取

り、交渉を行うこと 

あっせん員 

公 細矢 調整回数   １回 

労 塩谷 終結年月日 令和３年１月２２日 

使 寺下 所 要 日 数 ４５日 

事 小坂 終結区分  解決 

 

【申請に至るまでの経緯】 

 令和２年６月の団体交渉において、ＹがＸ１組合に対し、令和２年度の人件費削減（期

末・勤勉手当２か月分削減及び給与表削減）を提案した。 

 同年７月から９月までの間、団体交渉が２回実施された。Ｙから、人件費等について計

算し直した結果、単年度赤字が圧縮されたが、削減の提案に変更はない旨の説明があり、

人件費削減金額の根拠等や、令和３年度以降の数年間の財政見通し等、提案の検討材料に

なり得る具体的な説明はなかった。 

同年１０月８日の団体交渉において、Ｙは、期末・勤勉手当を１.４５か月分削減する

ことを再提案した。 

Ｘ１組合が予算を試算したところ、令和２年度は、期末・勤勉手当を削減しなくても運

営できる結果となったことから、再度、Ｙに検討して欲しい旨を伝えたが、応じてもらえ

なかった。 

また、同月２８日の団体交渉においても、Ｘ１組合は、期末・勤勉手当の削減なしで運

営できる数的根拠をＹに示そうとしたが、Ｙは受け取りを拒否し、一方的に期末・勤勉手

当１.４５か月分削減の実施を宣言し、団体交渉を終えた。 

Ｘ１組合と上部団体のＸ２組合連合は、令和２年度の期末・勤勉手当削減について、Ｙ

はＸ１組合の要請に応じて削減の数的根拠を明らかにし、同月２８日団体交渉でＸ１組合

が示そうとした資料を受け取り、その上でＸ１組合と交渉することを求め、あっせん申請

に至った。 
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【調整経過】 

 令和３年１月１５日に第１回あっせんを開催した。Ｘ１組合はＹから正確な予算案が提

出されたのが８月であることから、議論が 2 ヶ月しかできなかったため議論を尽くしてい

ないと主張し、Ｙは令和２年度の削減については決着済みであり、令和３年度以降につい

てはＸ組合が作成した資料を見ることに異論がなく当該資料を活用して十分検討をしたい

と考えている旨主張した。 

 あっせん員が双方と個別に協議を重ね、①Ｙは、令和２年１０月２８日の団体交渉でＸ

１組合が示そうとした資料を受け取るものとする、②Ｙは、令和３年度以降の収支に係る

団体交渉において、上記資料の説明を受け、Ｘ１組合と団体交渉を行うものとする、など

を内容とするあっせん案をまとめ提示したところ、両当事者とも受諾の意向を示し、解決

により終結した。 

 

 

令和２年（調）第８号事件（あっせん） 

申請者 Ｘ組合 （構成員数） １２５人 

被申請者  Ｙ 
（事業の種類） 社会福祉 

（従業員数） ２７人 

申請年月日 令和２年１２月１１日 開始年月日 令和２年１２月１４日 

調整事項 労働組合の分会長に対する異動辞令の撤回 

あっせん員 

公 岩谷、源新 調整回数  ０回 

労 野坂 終結年月日 令和３年１月５日 

使 寺下 所 要 日 数 ２３日 

事 小坂 終 結 区 分 取下げ 

 

【申請に至るまでの経緯】 

令和２年１２月９日、ＹのＡ施設に勤務しているＸ組合の分会長に対し、令和３年１月

１日付けで、Ｙ本部総務課への異動の辞令が渡された。Ｘ組合の分会長はこれを辞退した

が、Ｙから拒否はできないと言われたことから、異動の撤回を求めてあっせん申請に至っ

た。 
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【調整経過】 

 令和２年１２月２３日に事務局調査を行った。Ｘ組合の分会長がＹに退職届けを提出

し、受理されたため、Ｘ組合から、令和２年１２月２４日付けの取下書が送付された。取

下書は、令和３年１月５日付けで受理し、本事件は終結した。 

 

 

 

令和２年（調）第９号事件（あっせん） 

申請者 Ｘ組合 （組合員数） ６人 

被申請者  Ｙ 
（事業の種類） 社会福祉 

（従業員数） ８人 

申請年月日 令和２年１２月１４日 開始年月日 令和２年１２月１５日 

調整事項 労使双方のあっせん員が立ち会いの元で団体交渉をしたい等 

あっせん員 

公 大矢 調整回数   １回 

労 山内、塩谷 終結年月日  令和３年１月１９日 

使 小笠原、山田 所 要 日 数  ３６日 

事 小坂 終 結 区 分 解決 

 

【申請に至るまでの経緯】 

令和２年（調）第４号事件及び令和２年（調）第６号事件のあっせんにおいて、団体交

渉に関するあっせん案をＸ組合とＹの双方が受諾していたが、あっせん案にある「相互に

理解し良好な労使関係を築くこと」が困難なため、労使双方のあっせん員が立会いの元で

団体交渉を開催することを求めて、Ｘ組合はあっせん申請に至った。 

 

【調整経過】 

 令和３年１月１９日に第１回あっせんを開催した。Ｘ組合はＹには団体交渉で出来たル

ールをしっかり守ってほしいと主張し、Ｙはずいぶん譲歩しており、団体交渉を続けて

も、もう発言することはないと主張した。 

 あっせん員が双方と個別に協議を重ね、①Ｙは、青森県労働委員会のあっせん員が団体

交渉に立ち会うことを了承すること、②Ｘ組合及びＹは、団体交渉で話し合った内容を遵

守するとともに、妥結に至らない案件がある場合は、引き続き協議するよう努めることな

どを内容とするあっせん案をまとめ提示したところ、両当事者とも受諾の意向を示し、解

決により終結した。  
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令和３年（調）第１号事件（あっせん） 

申 請 者 Ｘ組合 （組合員数） ８人 

被 申 請 者 Ｙ 
（事業の種類） 卸売 

（従業員数） ２３１人 

申請年月日 令和３年 １月２１日 開始年月日 令和３年 １月２１日 

調 整 事 項  退職金の増額について 

あっせん員 

公 岩谷 調整回数   ０回 

労 山内、金沢 終結年月日 令和３年 １月２２日 

使 小笠原、山田 所要日数  ２日 

事 小坂 終結区分  取下げ 

 

【申請に至るまでの経緯】 

Ｙ都合による事業所の閉鎖に伴い、社内外への雇用のあっせんや退職一時金の額につい

て労使交渉を実施したが、退職一時金の割増に係る交渉にてＹとの折り合いがつかず、Ｘ

組合はあっせん申請に至った。 

 

【調整経過】 

令和３年１月２０日に、ＹからＸ組合に対し、退職手当等の条件に対する書面での同意

可否を求める文書が送付され（回答期限：１月２２日）、提案に同意しない場合は、就業

規則に基づき解雇となり、退職金の割増金の支給はない旨が記載されていた。 

Ｘ組合は、当該文書内容やＹがあっせんに応じる可能性、時間的猶予等を総合的に判断

し、現在提示されている条件を受け入れることとし、１月２２日付けであっせん申請取下

書を提出し、同日付けで受理し、本事件は終結した。 
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令和３年（調）第２号事件（あっせん） 

申 請 者 Ｘ組合 （組合員数） ６人 

被 申 請 者 Ｙ 
（事業の種類） 社会福祉 

（従業員数） １８４人 

申請年月日 令和３年 ６月２８日 開始年月日 令和３年  ６月３０日 

調整事項  

１ 組合員に対する同僚によるいじめ・嫌がらせの停止、謝罪 
 ２ 組合員に対する理事長等によるパワハラの認定、謝罪 

 ３ 安全配慮義務の遵守 

あっせん員 

公 源新 調 整 回 数  ０回 

労 山内 終結年月日 令和３年 ８月３１日 

使 藤本 所要日数   ６３日 

事 佐藤 終結区分  打切り 

 

【申請に至るまでの経緯】 

 令和２年１月以降、組合員Ａが同僚Ｂからいじめ被害を継続的に受け続け、当時の所属

長Ｃに相談したものの改善しなかった。令和３年４月にＡの所属長が組合員Ｄになり、Ｄ

はＢによるＡへのいじめ被害をＹ理事長に報告し対応を要請したが全く改善せず、Ａが直

接Ｙ理事長へ被害を報告に行ったところ、Ｙ理事長及び同席したＣから詰問、叱責された。

この報告後もＢからのいじめは続き、Ａは適応障害を発症し休職した。Ｘ組合はＹ理事長

らの行動をパワハラと判断し、Ｙに対して、ＢによるＡへのいじめの停止及び謝罪、Ｙに

よるＡへのパワハラの停止及び謝罪、安全配慮義務の遵守を求め団体交渉を求めたが、実

現の見込みが低いことからあっせんを申請した。 

 

【調整経過】 

令和３年８月５日にＹに対し事務局調査を実施したところ、①ＢがＡに対していじめ・

嫌がらせを行った事実は認められない、②Ｙ理事長及びＣがＡに対してパワハラを行った

事実は認められない、③安全配慮義務として求めているＢの異動には応じられないとした

上で、ＹはＸ組合とＹの事実認定において大きく認識が異なっており、あっせんになじま

ないとの理由からあっせんを拒否したことから、本事件は打切りにより終結した。 
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令和３年（調）第３号事件（あっせん） 

申 請 者 Ｘ組合 （組合員数） ６人 

被申請者  Ｙ 
（事業の種類） 社会福祉 

（従業員数） ８人 

申請年月日 令和３年 ８月 ３日 開始年月日 令和３年 ８月 ６日 

調 整 事 項 

 １ 労使双方のあっせん員が立ち会いの下で、団体交渉を行いたい 

 ２ 団体交渉の中で決まったことは、その場で労使協定を結んでほしい 

等 

あっせん員 

公 伊藤 調 整 回 数  ０回 

労 山内、塩谷 終結年月日 令和３年 ９月２２日 

使 小笠原、山田 所要日数  ４８日 

事 佐藤 終 結 区 分 打切り 

 

【申請に至るまでの経緯】 

Ｙが前年のあっせんで合意した団体交渉に関するルールを順守せず、団体交渉の開催日

時を一方的に通知し、さらに通知した日時を一方的に引き延ばすなど団体交渉が実施でき

ずにいるため、あっせんを申請した。 

 

【調整経過】 

令和３年８月にＹに対し事務局調査を行ったところ、Ｙは、Ｘ組合が要求している事項

については既に解決している、もしくは解決に向けて動いていること、団体交渉について

は事前協議を経て応じることを明言し、あっせん事項の内容が抽象的であり、あっせんに

応諾するつもりはないとしたことから、本事件は打切りにより終結した。 
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令和３年（調）第４号事件（あっせん） 

申 請 者 Ｘ組合 （組合員数）  ２人 

被 申 請 者 Ｙ 
（事業の種類） 

（従業員数） 

郵便局 

２４１人 

申請年月日 令和３年１０月 ４日 開始年月日 令和３年１０月 ６日 

調 整 事 項 組合掲示板、組合事務室の貸与 

あっせん員 

公 源新 調 整 回 数  ０回 

労 野坂 終結年月日  

使 寺下 所 要 日 数  

事 佐藤 終 結 区 分 翌年へ繰り越し 

 

【申請に至るまでの経緯】 

ＹにはＸ組合とは別の労働組合Ｘ２組合が存在しており、Ｘ２組合には組合事務室と組

合掲示板が貸与されているが、Ｘ組合には貸与されていない。Ｘ組合はＹに対して事務室

及び掲示板の貸与を求めたところ、掲示板については検討するが事務室については場所が

ないため貸与できないという回答がＹからなされたことから、あっせんを申請した。 

 

【調整経過】 

令和３年１０月１８日に事務局調査を行い、第１回あっせんの開催は翌年へ繰り越され

ることになった。（翌年へ繰り越し） 
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４ 争議行為予告通知 

労働関係調整法第３７条の規定に基づく公益事業の争議行為予告通知の状況（本県分

関係）は下記のとおりである。 

業種別では、運輸事業が７１．１％、次いで医療、公衆衛生事業が１８．４％を占め

ている。 

また、争議項目別では、賃金関係（賃金及び一時金）が全体の７８．９％を占めてい

る。 

 

⑴ 業種別状況 

     

     

     

    

 

運   輸 

 

郵   便 

 

電信･電話 

水道、電気 

 

ガ   ス 

医  療 

 

公衆衛生 

 

計 

 

２７ ３ １ ７ ３８ 

 

 

⑵ 主な争議項目別状況 

     

     

     

    

 

賃  金 

 

 

一 時 金 

 

 

労働協約 

 

 

合 理 化 

 

 

そ の 他 

 

 

計 

 

２３ ７ ３ ０ ５ ３８ 
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第４節  個別的労使紛争に係るあっせん 

 

１ 概要 

⑴ 取扱件数 

令和３年の取扱件数は、前年から繰り越し２件、新規申請２件（労働者側２件）で

あった。 

 

⑵ 取扱事件の傾向 

取扱事件４件のうち、前年から繰り越した２件は解雇の撤回を求める事件２件が解

決により終結した。新規申請事件２件は失業手当相当分の金銭補償を求める事件１件

及び降任辞令の撤回を求める事件１件が解決により終結した。 

 

 

⑶ 業種別申請件数（新規件数） 

 
製 造 運 輸 

情 報 

通 信
 
卸・ 

小売
 
金融・ 

保 険 

医療・ 

福 祉 

学 校 

教 育 
サービス その他 計 

 １     1    ２ 

 

⑷ 主なあっせん事項別件数（新規件数） 

     

     

     

解雇退職 配  転 賃  金 臨 時 給 
その他の 

賃金関係 
そ の 他 計 

 １    １ ２ 

 

⑸ 終結区分 

解   決 打   切 取   下 次年へ繰越 計 

４    ４ 
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２ 個別的労使紛争に係るあっせん事件一覧表 

事件番号 

【申請者】 

開始 

年月日 
業種 調整事項 

調整員 終結年月日 

(所要日数) 

終結 

区分 公 労 使 事 

2(個)2 

【労働者】 
2.11.20 

その他

の生活

関連サ

ービス 

解雇を撤回し、会社都合

退職の扱いにすること 
細矢 

谷川 

金沢 

藤本 

斎藤 
小坂 

3.2.15 

（88日） 
解決 

2(個)3 

【労働者】 
2.12.9 

印刷・

同関連

業 

・ 解雇の撤回 

・ 解雇と言われた時の 

理由と解雇理由説明書の 

理由が違うこと 

伊藤 谷川 藤本 小坂 
3.2.9 

（63日） 
解決 

3(個)1 

【労働者】 
3.4.9 建設業 

 本来であれば受給できた

はずの失業手当の相当分の

支払いを求める。 

岩谷 

源新 
塩谷 藤本 佐藤 

3.6.8 

（61日） 
解決 

3(個)2 

【労働者】 
3.5.24 

社会福

祉 
 降任辞令の撤回 岩谷 

山内 

金沢 

小笠原 

山田 
佐藤 

3.7.21 

（59日） 
解決 
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３ 取扱事件の概要 

 

 

令和２年（個）第２号事件 

申 請 者       Ｘ 

被 申 請 者       Ｙ 
（事業の種類） その他の生活関連サービス業 

（従業員数） ４０人程度 

申請年月日       令和２年１１月１９日 開始年月日       令和２年１１月２０日 

あ っ せ ん       

事 項       
解雇を撤回し、会社都合退職の扱いにしてほしい。 

あっせん員       

公 細矢 あっせん回数        １回 

労 谷川、金沢 終結年月日       令和３年２月１５日 

使 藤本、斎藤 所 要 日 数        ８８日 

事   小坂 終 結 区 分       解決 

 

【申請に至るまでの経緯】 

Ｘは、令和２年４月からＸに入社した。（６月３０日まで試用期間） 

同年６月１１日に、Ｙから生物を扱うには適さないとの理由で解雇予告通知があり、同

月３０日付けで解雇となったが、生物を死なせるような事故は発生させておらず、解雇さ

れる理由がないことから、解雇を撤回し、会社都合退職の扱いにすることを求めてあっせ

ん申請に至った。 

 

【あっせん経過】 

 令和３年２月１０日に第１回あっせんが行われた。あっせんにおいて X は、①生き物

を殺しかねないという理由での解雇は行き過ぎである、②解雇は履歴書にずっとついて回

るため、会社都合退職としてほしい旨を主張し、Y は、①X は生き物を扱う仕事に向いて

おらず、会社都合退職にすると、X が同じ業界に就職した際に同業者へ迷惑をかけてしま

うことを懸念している、②会社都合退職ではなく自己都合退職であれば応じる考えがある

旨を主張した。 

 双方と個別に協議を重ねたところ、X は自己都合による退職を受け入れたことから、X

の普通解雇については自己都合により退職したものとし、Y は当該変更に係る手続きを行

うものとするあっせん案をまとめ提示したところ、当事者双方から、あっせん案を受諾す

る旨の回答書が提出されたことから、本事件は解決により終結した。 
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令和２年（個）第３号事件 

申 請 者       Ｘ 

被 申 請 者       Ｙ 
（事業の種類） 印刷・同関連業 

（従業員数） １９人 

申請年月日       令和２年１２月 ８日 開始年月日       令和２年１２月 ９日 

あ っ せ ん       

事 項       
・解雇の撤回について 
・解雇と言われた時の理由と、解雇理由証明書の理由が違うことについて 

あっせん員       

公 伊藤 あっせん回数        １回 

労 谷川 終結年月日       令和３年 ２月 ９日 

使  藤本 所 要 日 数        ６３日 

事   小坂 終 結 区 分       解決 

 

【申請に至るまでの経緯】 

Ｘは、令和２年１０月に営業職としてＹに入社し、同月２３日にＹのＡ常務と有限会社

Ｂを訪問した。 

同月２６日で、Ａ常務から、賞罰を受けたことがあるかを聞かれ、ある旨答えたところ、

経歴詐称により辞めてもらうと言われた。 

その後、ＸがＹに対し、不当解雇であること、解雇理由証明書の交付申請等の内容証明

を送付し、同年１１月１３日付けでＹからＸに対し、解雇理由証明書が送付された。当該

証明書には、Ｘが有限会社Ｂに未払金があることが判明し、信用不良になりＹの損失にな

ることが解雇理由である旨が記載されていた。 

Ｘからは、口頭で解雇通知を受けた際は、前科があることが理由となっていたのに対し、

解雇理由証明書では、有限会社Ｂに対する未払金に伴う信用問題が理由となっており、解

雇理由が違っていること、解雇される理由もなく、Ｙに損害も与えていないことから解雇

は不当であり、解雇の撤回を求めて、あっせん申請に至った。 

 

【あっせん経過】 

令和３年２月９日に第１回あっせんが行われた。あっせんにおいて、X は①Y に何の損

害も与えておらず解雇理由がない、②解雇理由について Y は当初、X が履歴書に賞罰を

記載していないことが履歴詐称になるという話をしていたが、解雇理由証明書において

は、Ⅹが過去に事業をしていたときの未払金の存在が理由とされており、当初と食い違っ

ている旨を主張した。Ｙは、解雇理由はＸが過去に事業をしていたときの未払金があるこ

とを隠して取引先を訪問し、Ｙの信用を裏切ったことである旨を主張した。 

あっせん員が双方と個別に協議を重ねたところ、Ｘの復職の可能性についてはないとす

る一方で、Ｙの解雇手続については乱暴だと評価されかねない部分もあることを指摘。支
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払済みの解雇予告手当のほか、解決金を支払うなどを内容としたあっせん案をまとめ提示

したところ、当事者双方から、あっせん案を受諾する旨の回答書が提出されたことから、

本事件は解決により終結した。 

 

 

令和３年（個）第１号事件 

申 請 者       Ｘ 

被 申 請 者       Ｙ 
（事業の種類） 建設業 

（従業員数） ２２人 

申請年月日       令和３年４月９日 開始年月日       令和３年４月９日 

あ っ せ ん       
事 項       

本来であれば受給できたはずの失業手当の相当分の支払いを求める。 

あっせん員       

公 岩谷・源新 あっせん回数        １回 

労 塩谷 終結年月日       令和３年 ６月 ８日 

使  藤本 所 要 日 数        ６１日        

事   佐藤 終 結 区 分       解決 

 

【申請に至るまでの経緯】 

Ｘは、令和元年９月に有期雇用契約でＹに入社したが、Ｙの現場の進捗状況により契約

期間より１か月早く解雇となった。ＸはＹから解雇理由の説明を受ける際、失業手当は受

け取れるか確認したところ、Ｙは受け取れると回答したことから、Ｘは解雇に同意した。 

その後、Ｘは失業手当の給付を申請したが、Ｙでの就労期間がわずかに足りず、申請は

不受理となった。ＸはＹに問い合わせたが、Ｙは、ＸがＹに入社する前に勤めていた就労

期間も含めての話だったと説明した。Ｘは納得できず、失業手当相当分の金銭補償を求め

てあっせん申請に至った。 

 

【あっせん経過】 

令和３年６月８日に第１回あっせんが行われた。あっせんにおいて、Ｘは、①失業手当

の受給についてはＹが受け取れると発言したにもかかわらず、後になって前職分の就労期

間と合算しての話だったと言われても納得できないし、失業手当の受給対象でないとわか

っていたら解雇に同意していなかった旨を主張した。Ｙは、Ｘから失業手当の受給対象と

ならない旨を聞いて初めてＸが前職に係る失業手当を受給していることを知った旨を主張

した。 

あっせん員が双方と個別に協議を重ねたところ、Ｙは、Ｙ自身にも落ち度があったこと



 
             
 
 
 

- 50 -

を認め、解決金を支払うことでＸとの問題を解決させたい旨の意向を示した。ＹがＸに対

し、解決金として失業手当相当額を支払うことなどを内容としたあっせん案をまとめ提示

したところ、当事者双方からあっせん案を受諾する旨の回答書が提出されたことから、本

事件は解決により終結した。 

 

 

令和３年（個）第２号事件 

申 請 者       Ｘ 

被 申 請 者       Ｙ 
（事業の種類） 社会福祉 

（従業員数） ６７人 

申請年月日       令和３年５月２０日 開始年月日       令和３年５月２４日 

あ っ せ ん       
事 項       

降任辞令の撤回 

あっせん員       

公 岩谷 あっせん回数        ２回 

労 山内・金沢 終結年月日       令和３年 ７月２１日 

使  小笠原・山田 所 要 日 数        ５９日 

事   佐藤 終 結 区 分       解決 

 

【申請に至るまでの経緯】 

Ｘは、ＹのＹ1 部門で主任として勤務していたが、Ｙ2 部門への異動に際し、副主任に降

任となった。異動前、Ｙ理事長との面談でＹ2 部門への異動と降任を打診された際、Ｘは

「異動そのものは同意するが降任には同意しない」ことを伝えていたこと、Ｙ理事長から

は「降任にはなるが、Ｙ2 部門への異動により、夜勤手当が増えるから手取りそのものは増

える」と説明があったにもかかわらず、降任により別の手当が下がり、結果として減収と

なったことに納得できず、あっせん申請に至った。 

 

【あっせん経過】 

令和３年６月２８日に第１回あっせんが行われた。あっせんにおいて、Ｘは、①Ｙ理事

長から聞いた降任理由が上司の評価だと言われた一方で、上司からはそういう評価はして

いないと言われ、理由が合致していない、②Ｙの人事評価システムでは、少なくとも悪い

評価ではないはずである、③Ｙ理事長が言う夜勤シフトはしばらくなく、降任に伴って手

当が下がり収入減となった旨を主張した。Ｙは、①Ｘについてはこれまでも再三、日常業

務について上司から注意してきている、②降格そのものが評価だとＸに話をしており、本

人自身に何が足りていないのか気付いてほしいという思いがある、③降任に伴う別の手当
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の減額については異動前の面談時に失念していたが、特別扱いはできない旨を主張した。

あっせん員が双方と個別に協議を重ね、Ｙが人事評価をＸに具体的に伝達できていない等

のコミュニケーション不足が紛争の原因であると判断した。 

同年７月２１日に第２回のあっせんが行われた。あっせんにおいて、Ｙ理事長が早期解

決を求め金銭解決に応じる姿勢を見せたこと、Ｘの夜勤業務が近日中に始まることを引き

出した。Ｙ理事長の発言を念頭にＸに聞き取りをしたところ、仕事を辞める意思はないこ

と、降任月から夜勤業務開始月までの期間の減額された手当の差額分を求めることとした

ことから、解決金を支払うことなどを内容としたあっせん案をまとめ提示したところ、当

事者双方から、あっせん案を受諾する旨の回答書が提出されたことから、本事件は解決に

より終結した。 
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第５節  労働組合の資格審査 

 

労働組合法第５条の規定による令和３年の労働組合の資格審査の取扱いはなかった。 

 

件数  
 
 
申請理由 

取 扱 件 数       処 理 件 数       

前年から
の繰越 

新規 計 認定 取下 
翌年への 

繰越 

不当労働行為 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

委 員 推 薦       ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

法 人 登 記       ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

 

 

 

第６節  地方公営企業等の非組合員の範囲の認定告示 

 

 令和３年における地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２８９号）

第５条第２項の規定による告示の取扱いはなかった。 
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第７節  労働委員会活性化に向けた取組 

 

少子高齢化の進行や若年層を中心とした非正規労働者の増加など労働を取り巻く環境は

大きく変化しており、労働委員会がその機能を発揮し、使命を十分に果たせるよう、労働

委員会活性化のための検討委員会が作成した第１次～第３次報告書等を受けて、当委員会

が実施した活性化に向けた取組は、次のとおりである。 

 

１ 令和３年の認知度を高めるための取組 

    ① ホームページによるＰＲの充実 

    ② 県の広報媒体によるＰＲ（地元３紙、テレビ、ラジオ、インターネット配信、コンビニ

等でのチラシ設置） 

  ③ 委員による労働相談会の開催 

     原則毎月第１火曜日、第３日曜日に開催しているほか、１０月の周知月間には日曜

日に県内３市（青森市・弘前市・八戸市）において合計３回開催した。 

  ④ 地元２紙への無料広告の掲載依頼 

    ⑤ 県内市町村の広報誌への掲載 

    ⑥ 県政記者会へ労働相談会についての情報提供 

    ⑦ 関係機関への労働相談会のチラシ等の備え置き 

    （県内６地域県民局、市町村、労働局、労働基準監督署、ハローワーク、法テラス、

ジョブカフェ、連合青森、県労連、県経営者協会、県弁護士会、県社労士会等） 

  ⑧ 関係機関の情報誌への掲載 

        （連合青森、青森県労働協会、県経営者協会） 

  ⑨ 労働相談ダイヤルによる相談対応等 

  ⑩ 県障害福祉課「こころの相談窓口ネットワーク相談先一覧」への掲載 

 

 

２ 令和３年の委員・職員の資質の維持・向上を図るための取組 

    ① 中労委が開催する公労使委員研修の受講 

    ② ブロック研修会等への参加 

    ③ ブロック会議の研修課題に対する委員・職員の研修会の開催 

  ④ 新任委員に対する実務研修（あっせん員への指名） 


